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1　経　済　の　概　況_

本市は5 4万余の人口を有し、北九州市、福岡赫こつぐ九州第3位の都市である。人口は今後本市の都市

集横の鮭果、昭和6 5年には6 0万人となることが予想されている。

本市をとりまく経済蒙境は着々と整備されつつある.すなわち昭和4 6年4月に新熊本空港がオープンし、

5 0年3月には新幹線も博多まで開通するなど、熊本も全国主要都市との時間距離を短縮することになった。

4 6年7月に熊本・植木間で産声をあげた九州自動車道も逐次その足をのばし、 5 4年3月には中国自動車

道と接続した。これは別府・阿蘇道路、鹿児島本線の電化複線化の整備と相まって、本市が九州の位置的中

心という諸条件から今後九州における交通拠点としての性格を強めるものと思われる。

更に国鉄新幹線の熊本までの延長、流通センターの建設、熊本港の建設及び産業文化会館の完成などは、

今まで脆弱であった本市経済基盤の集積をたかめる要因となろう。

また、産業構造を産業別市内純生産(昭和5 5年変)でみてみると、本市は第1次産業が1.2 、第2次

産業1 5.6%、第3次産業88.0%となっている。

本市は第3次産業のウェイトが特に高い商業、サービス業を中心とした消費型都市ということができる。
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2　商　　業

(1)業種別商店数・従業員・年間販売額

(昭和5 7年商業統計調査結果)

業 種

商 店 数

従 業 員 数 年 間 販 売 額
商 店 数 構 成 比

令 .計 1 5 ,5 9 5

%

1 0 0 .0 7 5 ,5 9 2

万 円

2 0 5 ,4 3 9 ,5 2 9

卸 小 売 業 計 1 0 ,8 8 4 6 9 .8 6 4 ,7 9 7 2 0 1 ,1 9 8 ,7 2 8

卸 売 業 計

各 種 商 品 卸 売 業

2 ,6 6 3

3 3

1 7 .1

0 .2

2 6 ,2 3 1 1 4 3 ,9 4 7 ,6 5 1

tr
繊 維 品 卸 売 業 ∬

衣 服 身 の ま わ り 晶 卸 売 業 2 0 3 1 .3 1 ,7 3 1 5 ,3 1 2 ,4 8 1

農 畜 産 物 . 水 産 物 卸 売 業 3 0 4 2 .0 3 ,8 7 7 4 7 ,1 2 5 ,0 7 6

食 料 . 飲 料 卸 売 業 3 7 1 2 .4 3 ,8 7 7 1 7 ,0 6 1 ,9 0 0

医 薬 品 . 化 粧 品 卸 売 業 1 7 8 1 . 1 2 ,5 0 4 1 0 ,2 0 0 ,7 1 6

化 学 製 品 卸 売 業 7 0 0 .5 6 3 4 3 ,4 2 6 ,3 1 3

鉱 物 . 金 属 卸 売 業 8 0 0 .5 7 7 7 l l ,0 9 4 ,0 8 6

機 械 器 具 卸 売 業 6 4 3 4 .1 6 ,4 4 0 2 6 ,5 8 6 ,7 8 4

建 築 材 料 卸 売 業 3 2 4 2 .1 2 ,7 3 9 l l,4 3 9 ,3 7 6

家 具 . 建 具 . じ ゆ う器 卸 売 業 1 4 9 1 .0 9 3 4 2 ,8 8 0 ,1 5 2

再 生 資 源 卸 売 業 5 3 0 .3 2 8 6 ∬

そ の 他 の 卸 売 業 2 5 4 1 .6 2 ,2 1 3 7 ,0 8 3 ,2 1 8

代 理 商 . 仲 立 業 1 0 Lr

小 売 業 . 計

各 種 商 品 小 売 業

8 ,2 2 1

1 9

5 2 .7

0 .1

3 8 ,5 6 6

3 ,2 2 4

5 7 ,2 5 1 ,0 7 7

1 0 ,8 4 9 ,7 1 3

織 物 .衣 服 .身 のまわ り晶 小 売 業 1 ,0 7 5 6 .9 4 ,9 1 9 6 ,8 3 7 ,3 8 6

飲 食 料 品 小 売 業 3 ,3 5 3 2 1 .5 l l ,8 6 6 1 4 ,2 1 5 ,5 0 7

自 動 車 .自 転 車 . 荷 車 等 小 売 業 4 7 4 3 .0 4 ,2 0 5 8 ,1 1 5 ,9 0 1

家 具 . 建 具 . じ ゆ う器 小 売 業 8 7 1 5一6 3 .3 7 6 4 ,8 0 7 ,1 9 4

そ の 他 の 小 売 業 2 ,4 2 9 1 5 .6 1 0 ,9 7 6 1 2 ,4 2 5 ,3 7 6

飲 食 店 4 ,7 1 1 3 0 .2

l

1 0 ,7 9 5 4 ,2 4 0 ,8 0 1
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(2)業種別・規模別従業者数

業 種 計
1 ′〉 3 ′〉 5 ′} 1 0 - 2 0 一～′ 3 0 ′〉 5 0～ 1 0 0人

2 人 4 人 9 人 1 9 人 2 9 人 4 9 人 9 9 人 以 上

合 計 6 4 ,7 9 7 8 ,2 7 7 8 ,8 8 6 1 2 ,5 3 1 1 0 ,4 4 6 5 ,0 2 1 5 ,9 3 6 5 ,3 5 7 8 ,3 4 3

卸 売 業 計 2 6 ,2 3 1 8 5 9 2 ,2 3 9 5 ,6 4 0 5 ,2 9 0 2 ,7 9 2 2 ,9 4 1 2 ,9 6 6 3 ,5 0 4

各 種 商 品 卸 売 業

2 0 9 6 3 3 2繊 維 品 卸 売 業 1 0 3 7 6 7 - -

空 曹 晶 者 完 童
1 ,7 3 1 9 7 1 8 9 3 6 3 3 6 1 1 1 6 2 5 3 1 3 1 2 2 1

莞 産 ㌔ 庶 売 梁
3 ,8 7 7 8 5 2 1 9 6 8 8 6 5 5 3 9 2 2 5 6 2 8 7 1 ,2 9 5

食 料 . 飲 料 卸 売 業 3 ,8 7 7 1 4 7 2 7 6 6 4 4 7 6 3 6 4 3 6 1 2 3 8 1 4 1 1

覧 薬 ㌔ 妄 化 菓
2 ,5 0 4 4 2 1 1 7 3 3 5 4 6 5 2 5 7 3 2 8 3 7 3

5 2

5 8 7

化 学 製 集

卸 売 6 3 4 1 7 7 2 1 4 4 1 2 1 6 7 9 7 1 1 6

芳 賀 i P 裏 嚢
7 7 7 1 4 5 9 2 0 1 1 5 1 1 6 7 1 3 3

機 械 器 具 卸 売 業 6 .4 4 0 1 4 7 5 8 6 1 ,5 2 8 1 ,2 3 1 5 4 9 7 9 3 1 ,0 9 8 5 0 8

建 築 材 料 卸 売 業 2 ,7 3 9 1 2 4 2 8 4 6 2 9 6 5 7 2 4 7 2 6 0

1 7 7

3 2 6 2 1 2

家 具 . 建 具

じ ゆ う 器 卸 売 業 9 3 4 5 7 1 4 8 3 3 3 2 4 3 9 0 6 3

2 5 5

再 生 資 源 卸 売 業 2 8 6 3 6 4 5 8 7 6 6 5 2

そ の 他 の 卸 売 業 2 ,2 1 3 8 3 2 0 7 6 2 1 5 0 4 2 1 2 1 5 4

代 理 商 . 仲 立 業 1 0 - 1 0 - - - -

小 売 業 計 3 8 ,5 6 6 7 ,4 1 8

6

8 4 0

6 ,6 4 7

7

1,0 0 7

6 ,8 9 1

1 ,1 6 7

5 ,1 5 6 2 ,2 2 9

2 0 1

2 ,9 9 5

5 1 6

2 ,3 9 1 4 ,8 3 9

各 種 商 品 小 売 業 3 .2 2 4 1 4 2 1 7 2 ,9 8 0

哲 i h 躍 5 、妄 真
4 ,9 1 9 8 9 2 1 9 3 1 0 3

飲 食 料 品

小 売 業
l l .8 6 6 3 ,2 2 2 2 ,7 8 9 2 ,2 5 0 1 ,5 8 6 6 0 4 8 1 9 2 7 0 3 2 6

鳥 篭 * /JP 蒼 童
4 ,2 0 5 3 9 9 3 4 3 3 4 5 4 7 9 4 4 6 3 1 0 6 2 2 1 ,2 6 1

家 具 . 建 具 . じ

ゆ う 器 小 売 業
-3 .3 7 6 8 7 4 7 2 5 6 4 4 4 5 4 ' 3 0 3 2 5 4 1 蝣> 蝣?

そ の 他 の 小 売 業 1 0 ,9 7 6 2 ,0 7 7 1,7 7 6 2 ,4 8 5 1 ,7 3 1 6 7 5 1 ,0 9 6 9 6 7 1 6 9
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3　工　　業

(1 )産業別事業所数・従業者数・製造品出荷額等　　　　　　　　(昭和56年工業統計調査結果)

産 業 中 分 類

事 業 所 数 従 業 者 数 製 造 品 出 荷 額 等

昭和 5 5

年 実 数

昭和 5 6 年 昭 和 5 5

年 実 数

昭 和 5 6 年 昭 和 5 5

年 実 数

昭 和 5 6 年

実 数 構 成 比 実 数 構 成 比 n a 構 成 比

絵 数

食 料 品 製 造 業

9 6 3

3 4 1

1,0 0 6

3 4 4

%

1 0 0

3 4 .2

人

2 1 ,6 8 9

7 ,0 9 8

人

2 2 ,6 5 0

7 ,6 3 8

%

1 0 0

3 3 .7

75P 3

2 7 ,8 0 4 ,4 2 6

l l,9 3 2 ,2 7 5

万 円

3 1 ,2 2 1 ,9 7 7

1 3 ,1 2 6 .5 9 7

%

1 0 0

4 2 .0

m 1 8 1 7 1.7 3 2 6 3 0 5 1 .3 3 7 4 ,7 2 3 3 6 8 ,4 6 5 1.2

衣 服 . その 他 の 繊 維 製 品 製 造 業 5 0 6 2 6 .2 1月9 8 1 ,4 7 6 6 .5 4 5 6 ,7 5 3 5 0 1 ,1 7 6 1.6

木 材 . 木 製 品 製 造 業 5 1 5 1 5 .1 6 2 3 5 9 3 2 .6 7 4 8 ,1 2 1 7 7 9 ,9 8 2 2 .5

家 具 . 装 備 品 製 造 業 6 6 7 0 6 .9 6 7 1 6 8 4 3 .0 5 0 4 ,3 1 6 6 5 9 .3 1 1 2 .1

ノくル プ .紘 .紙 加 工 品 製 .造 業 1 7 1 9 1 .9 3 1 7 3 8 2 1 .7 3 3 0.5 3 2 3 6 4 ,4 8 3 1.2

出 版 . 印 刷 . 同 蘭 連 産 業 1 2 3 1 2 9 1 2 .8 2 ,6 9 1 2 ,7 3 7 1 2 .1 2 ,2 3 9,4 1 8 2 ー4 5 8 ,5 1 1 7 .9

化 学 工 業 1. 4 1 6 1 .6 9 1 0 1 ,0 6 6

∬

6 0 4

α

7 S O

4 -7 1 ,1 7 6,6 6 8 1 ,8 7 6 ,5 7 2 6 .0

石 油 . 石 炭 製 品 製 造 業 2 1

3

2

5 0

6

1

0 .1
tz 、z 、ガ Lr α

ゴ ム 製 品 製 造 業 3 0 .3 6 2 5 2 .7 6 5 5 ,5 7 4 6 6 1 ,7 1 0 2 .1

皮 革 . 同 製 品 製 造 業 1 0 .2
JC α ユ′ ∬ ∫

窯 業 . 土 石 製 品 製 造 業 4 8 5 .0 7 5 0 3 .4 9 2 4 ,8 0 3 9 6 9 .6 0 8 3 1

鉄 鋼 業 7 0 .6 9 6

1,6 8 3

8 1

、2:

1.5 0 2

0 .4 1 5 7 ,8 7 6 1 4 4 ,0 0 2 0.5

非 鉄 金 属 製 造 業
-

0.1
J T - Jr JC

金 属 製 品 製 造 業 8 7 8 8 8 .7 b .6 1 ,6 1 0 .7 2 9 1,2 7 5 ,3 9 8 4 .1

】 般 機 械 器 具 製 造 業 3 4 2 9 2 .9 1,0 1 5 9 2 2 4 .1 9 9 9 ,9 6 0 7 8 3 ,2 6 3 2.5

電 気 機 械 器 具 製 造 業 9 1 6

8

4

1 .6 2,6 0 9 2 .7 5 1 1 2 .1 4 ,9 9 4 ,1 4 5 6,1 9 5 ,6 0 4 1 9 .8

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 6 0 .8 9 8 1 5 8 0,7 3 2 ,0 1 6 2 0 0 ,8 1 1 0 .6

精 密 機 械 器 具 製 造 業 4 0 .4 5 0 4 9 0.2 2 4 ,2 7 1 2 7 ,8 4 5 0 .1

そ の 他 の 製 造 業 8 2 9 0 8 .9 8 0 8 8 8 5 3 .9 6 2 3 ,4 4 7 8 0 6 ,3 8 2 2 .6
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(2)規模別事業所数・従業者数・製造品出荷額等
(昭和56年工業統計調査結果)

規 模

事 業 所 数 従 業 者 数 製 造 品 出 荷 額 等

.昭 和 5 5

年 実 数

昭 和 5 6 年 昭 和 5 5 .

年 実 数

昭 和 5 6 年 昭 和 5 5 年

ォ

昭 和 5 6 年

実 数 構 成 比 実 数 構 成 比 実 数 構 成 比

総 数 9 6 3 1,0 0 6

% 人 ¥

2 2 ,6 5 0

% 万 円 万円 %

1 0 0

5 6 .7

2 1,6 8 9 1 0 0 2 7 ,8 0 4 ,4 2 6 3 1 ,2 2 1,9 7 7

2 ,2 6 0▼4 4 7

1 0 0

3 人 以 下
- - - - - - -

4 ~ 9 人 5 5 2 5 7 1 3 ,3 3 6 3 ,4 5 5 1 5.3 2 ,0 7 3,7 4 4 7 .2

1 0 ~ 1 9人 1 9 7 2 0 6 2 0 .5 2 ,6 5 4 2 ,8 3 5 1 2 .5 2 ,7 1 7,2 7 2 2 ,9 0 8,8 4 4 9 .3

2 0 ~ 2 9 人 8 3 1 0 0 9 .9 2 ,0 1 8 2 ,4 4 3 1 0 .8 2 ,0 2 9 .0 1 9 2 ,7 4 3 .1 9 9 8 .8

3 0 ~ 4 9 人 5 2 5 2 5 .2 2 ,0 0 9 2 ,0 4 2 9 .0 2 ,2 2 7 ,9 8 7 2 ,19 7 ,6 5 8 7 .0

5 0 ~ 9 9 人 4 5 4 6 4 .6 2 ,8 2 5 3 ,1 0 3 1 3 .7 4 ,0 5 1 ,0 3 6 5 ,0 7 0 ,8 8 9 1 6.3

1 0 0 - 1 9 9人 2 1 1 6 1.6 2 ,8 1 6 2 ,1 9 8 9.7 4 ,5 5 4 ,7 4 0 2 ,9 0 7 ,1 2 0 9.3

2 0 0 ~ 2 9 9 人 6 8 0ー8 1,3 2 6 1 ,8 0 0 7.9 2 ,3 1 8 ,6 1 6 3 ,1 7 8,1 4 3 1 0 .2

3 0 0 ~ 4 9 9人 3 4 0.4 1,1 8 6 1 ,6 7 2 7.4 2 ,0 2 8 ,4 3 0 3 ,9 1 4,4 6 9 1 2.5

5 0 0 人 以 4 3 0.3 3,5 1 9 3 ,1 0 2 1 3 .7 5 ,8 0 3 ,5 8 2 6 ,0 4 1,2 0 8 1 9.4

(3)地場産業の振興

ア　総合施策

地場産業の振興のために、情報の提供や各種調査等を実施し、各企業の経営力増強を図る。また、本市

工業の将来展望のため、一つのプL/-ンとして『熊本工業振興懇談会』を置くO

イ　体質の強化

低成長経済の中で産業構造が変化し、高度化してきている。その為、経営の近代化や集団化を促進する

事業や企業の生産管理、財務管理等を診断指導する事業により体質の強化を図る。

ウ　人材の養成

中小企業の多い本市にあって各企業の生産性を高めるためには、管理水準向上を図ることが大切である。

人材の養成によって、経営力の増強を促し、本市中小企業の振興を図る。

エ　技術の振興

多様化した消費者ニーズにこたえるため、あるいは新しい製品の開発を促進するため、各企業の技術水

準の向上を図ることが必要である。

また、微生物や遺伝子等を使った工業、 I C、 LS I等の電子関連産業、あるいはそれらを含めたメデ

ィカル・エレクトロニクス等の先端産業も積極的に振興する必要がある。
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(4)鉄　工　団　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(昭58.4.1現在)

中小企業近代化の一環として,市内に散在していた1 7企業が.昭和4 0年度に通産省の許可を受け、工

場等集団化事業を推進. 4 2年度に完成、県下で最初の工業団地として、建築、農林、水産.設備器具関係等

種々の特色ある金属製晶の製造又ほ金属加工を行っているO

名　　　　　称　　熊本総合鉄工団地協同組合

所　　在　　地　　無太市長嶺町2 3 3 1番地

代　　表　　者　　理事長　　　藤判　武夫

設　立　年　月　日　　昭和39毎10月27日

組合員総資本金　1 1 1,250千円

出　資金総額　　　36,240千円

年間生産額　　8.500,000千円

敷　地　面　積　　　74,129rf

建　物　面　積　　　49,387rf

従　業　員　数　　　　732人

加入企業数　　　　　12企業

(5)木　材　団　地

中小企業近代化の一環として、市内に散在していた1 0企業が、昭和5 1年3月に通産省の許可を受け、

工場等集団化事業を推進、 5 3年度に完成、県下最大規模の木材団地として、製材加工技術の向上、品質

の均一化、販売促進など製品の附加価値の向上をめざし、住宅産業の一翼を祖っている。

名　　　称

所　在　地

代　表　者

設立年月日

出資金総敢

賂同組合熊本木材=業団地

熊本市平山町2986番地20

代表理事　椎葉春見

昭和49年7月1日

64,400千円

年間生産額　　9,9 6 0,0 00千円

敷地面積　187,115m2

建物面積　111,689i

従業員数　　278人

加入企業数　1 0企業

(6)アド工業団地

中小企業近代化の-蒙として、市内住宅密集地に散在していた看板製造業'1 6社が良好な作業場境、効率

的な生産体制の確立をねらいとして市内で初めての工場共同利用事莱(工場アパート)として、昭和5 8年

2月に完成した。

名　　　　　称

所　　在　　地

代　　表　　者

設立年月　日

出資金総額

熊本アド工業団地協同組合

無本市両国町大字重富8 8 8番地

安　田　安　正

昭和56年12月2日

5,500千円
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年間生産額　　795,715千円

敷　地　面　積　15,202irf

建　物　面　積　　3,373m'

従　業　員　数　　98人

加　入　企　業　16社



(7)熊本流通業務団地造成事業

流通機能の合理化と都市機能の維持増進を図り、都市蒙境の改善と消費生活の安定に資するため、市南

部の適地に熊本流通センターを計画する。

T"IIli*i( ! 、 l流血†潤講cT-v虫・∴"」一相。恥ト・mi一別こ'it" i *=敵地甘二輪恥一'i.'.-'tj,'fc/.、丑鵬的∴M軸'引.:整

備するものである。

これによD新しい流通業務市街地が整備され、物流の拠点として都市の流通機能を高めるとともに、南

部地域の発展策としても期待が寄せられている。

事業の名称　熊本流通業務団地造成事業

事業主体　　熊　本　市

位　　　置　　熊本市南部地区

規　　模　流通業務地区　約53ha

事業期間　　昭和56年度～60年度
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4　中　小　企　業

(1)中小企業金融対策・

ア　中小企業金融制度一覧　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(昭58. 6. 1現在)

制 度 名

( 発足年月日)
目 的 対 象 使 途 貸 付 限 度 貸 付期間及び利率

保 証 料

; (実質保証料 )

保 証 人
返 済 方 法 相談 . 申込先 取扱金融機関

市 預 託 条 件 県保証協会再頭託条件

担 保 予 算 利 率 融 資 枠 預 託 機 関 利 率 預 託 機 関

小 口 資 金

融 資

市内中小零細企業者の小口資金

の融資を円滑にしその経営の質

的向上をはかる

. 市内に1 年以上居住し、かつ

同一事業を 1年以上経営して

いる中小企業者

運 転 資 金

設 備 資 金

4 0 0 万円以内

3 0 カ月‥….年 7 .7 1

4 5 ti n fc 7 .8 0 '

6 0 カ月.…‖年 7.9 0

6

年 0.4 1 2 5 %

2 0 0 万円以内

… 1名以上

2 0 0 万円超

2 名以上

毎 月. 元 金
市 金 融 指導 課

商 工 争 議 所 肥 後 銀 行

千

200 5 00

%

出精金の

ため無利

息

千円

(S O偉)

6.0 15 .000

県 信 用

保 証 協 会

%

′

肥 後 銀 行

(昭3 8. 8. 7 )
.従業員2 0 人以下の企業 ( カ月以内の据置を認め

る )
原則 として徹し

なレ、

均 等 分 割 ( 常 時 )

無 担 保

無 嘩 証 人

融 資

(昭4 6. 5. 1 )

市内中小零細企業者の小口資金

の融資を円滑にするために無担

保無保証人で散資しその経営の

質的向上をはかる

. 市内に 1年以上居住し、fr つ

同一事業を1年以上経営して

いる中小企業者

.従業員5 人以下 ( 商業 . サー

ビス業は 2人以下 ) の企業者

.市民税の所得割 を有し、納税

している者

運 転 資 金

設 備 資 金

3 0 0 万円以内

2 0 カ月……年 7.2 0 '

4 0 カ月……年7.4 5

2 0 カ月

年 0.4 5 %

4 0 カ月

年 0.4 1 2 5 %

不 要

不 要

毎 月 元 金

均 等 分 割

市 金 融指 導課

商 工 会 議 所

( S

肥 後 銀 行 13 ,0 00

出捕金の

ため無利

息

( 3 0倍 )

39 0, 00 0

県 信 用

保 証 協 会
肥 後 銀 行

経 営 安 定

資 金 融 資

(昭4 3 . 4. 1 )

中小企業の運営の合理化及び長

期的な安定ならびに企業の体質

市内に 1年以上 居住 し、かつ

同一事業を1 年以上雇営して

運 転 資 金

1,000 万円以内

ただし通産省

36 カ月以内...‥年 7.80 %

6 0 カ月以内…‥年8.0 0%

年 0 .4 4 %

2 0 0 万円以内

… 1名以.上

毎 月 元 金
市 金 融指 導課

肥 後 銀 行

1,20 00 00 年 2 .5 0
( 3 倍 ) 県 信 用

i? 3 .2 5

肥 後J 銀 行

改善のため、必要な長期資金の いる中小企業者 認定の倒産関連

中小企業者、鉱
84 カ月以内 .…‥年8.3 0 % 2 0 0 万円超 肥 後 相 互 銀 行 肥 後 相 互 銀 行

融資を行いその経営の長期的安

定 と事業の健全を発展を図りも

って本市中小企業の振興に寄与

す ることを目的とする

設 備 資 金

業、建設業、製
造業及び特に市

長が認めた者

1,70 0 万円以内
1 組合
3,00 0 万円以内

( 6カ月以内の据置を認める)

.‖2名以上

必要に応じ徹する

均 等 分 割
商 工 会 議 所

( 常 時 )

熊 本 相 互 銀 行

熊 本 信 用 金 庫

熊本第ll侶用金庫

鹿本中央信用金時

、3,60 0∫DO O 保 証 協 会
熊 本 相 互 銀 行

熊 本 信 用 金 庫

熊本第一鯛 金庫

鰭本中央信用金庫

特 別

資 金 融 資

(昭4 8. 4 . 1 )

中小企業者に対し短期資金の融

資を行い、その金融難を緩和し

て中小企業の振興 と健全を発展

を図る

市内に 1 年以上居住し、かつ

同一事業を6 カ月以上経営し

ている中小企業者

運 転 資 金

設 備 資 金

2 0 0 万円以内

12カ月以内……年7.00 %

( 2 カ月の据置を認める)

年 0 .5 2 %

1 名以上

原則 として徹し

なレ、

毎 月 元 金

均 等 分 割

市金 融 指導 課

商 工 会 議 所

( 常 P 時 )

肥 後 銀 行

熊 本 信 用 金 庫

熊本第→言用金庫

50 )00 0 年 2 .0 0
( 2 倍 )

1 00 00 0

県 信 用

保 P証 協 会
年 2一0 0

肥 後 銀 行

熊 本 信 用 金 庫

熊本細 金庫

開 業 . 転 業

資 金 融 資

(昭4 9一4 . 1 )

公 害 防 止 施 設

市内の商工業に勤務する従業員

に対し放立開業の道を開くため

の資金及び小規模事業者が事業

転換に要する資金を敢資し、 も

って中小企業の振興を図ること

を E]的とする

市内中小企業者が公害防止施設

の設置 もしくは改善に要する資

. 開業…市内に 1 年以上住所を

有し、満 2 5 才以上の者で市

内の同- 事業所または市内の

同一業種に継続 して2 年以.上

勤務し、同一業種を市内で営

もうとす る者

. 市が実施する経営指導を受け

る者

転業...市内で同一事業を継続

して 3 年以上経営し、市内で

転業しようとする者

.市内に 1 年以上居任し、かつ

同一事業を1 年以上経営して

運 転 資 金

設 備 資 金

設 備 資 金

3 0 0 万円以内

必要資金の80 %

以内

5 0 0 万円以内

5 0 0 万円以内

3 6 カ月….‥年 6.8 0 '

( 6カ月以内の撫置を認める)

6 0 カ月…‥ヰ 7.0 5 '

( 1 0 カ月以内の撫革 を認

める)

8 4 カ月以内.‖…年6.50 %

( 6カ月以内の撫匿を認める)

年 0 1 4 %

監 ≡芸芸冒司

年 0▼4 1 2 5 %

2 名以上

必 要に応 じ徹する

2 名以上

毎 月 元 金

均 等 分 割

毎 月 元 金

市 金融指 導 課

( 常 時 )

市 金融 指 導課

肥 後 銀 行

肥 後 銀 行

150 ,0 00

10 .00 0

年 2 .0 0

年 2 .0 0

( 3 倍 )

45 0, 00 0

( 2 倍 )

県 信 用

保 証 協 会

県 信 用

年 2.0 0

年 3 .0 0

肥 後 銀 行

肥 後 銀 行資 金 融 資

(昭46 . ll. 1 )

金を融資し、市民の健康の保護 、

生活環境の保全をはかる

いる中小企業者

.公害防止に閑し県知事の認定

を受けられる者

市が年率 4.0 0 % の利子

補給を行う
(全教市負担 )

必 要に応じ静する
均 等 分 割 ( 常 時 ) 2 0, 00 0 保 証 協 会
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制 度 名

( 発足年月 日 )
E] 的 対 象 {ォ & 貸 付 限 度～ 貸 付XEE聞及 び利率

保 証 料

(実質保証料 )

保 証 人
返 済 方 法 相談 . 申込先 取扱金融機関

市 預 託 条 件 県保証協会再預託条件

担 保 予 算 利 率 融資枠 預 託 機 関 利 率 預 託 機 関

高 度 化

資 金 融 資

市内の中小企業者等が事業の高

度化または近代化を行 うことに

対し 必要 資金

事業協同組合 .商店街振興組

令 .環境衛生向業組合及びそ

組会

運 転 費.金

1 組 合

5,00 0 万円以内

A

8 4 カB a n

..ヰ 7.1 0‥% 以内 . 保証を付ける場

A

2 名以.上

元金均等分割

取扱金 融機関

商工組合中央金庫

千円

250 0 00

%

年 1.3 0

千円

(4 倍)
商 工 組 合

%

( 昭4 4. 4 . 1 )
、l h 夜 の融資を図 り

もって中小企業の振興に寄与す

ることを目的とする

の ロ員
& 05 S &

1 組 ロ員

1,00 0 万円以内

運転資金は 3 6 カ月以内

( 12カ月以内の編竜を認

狩 る )

口、協会の定め

による 必要に応じ徹する ( 常 時 )

10 0 0,00 0
中 央 金 庫

中 元 . 年 末

市内中小企業者の中元、年末時 市内で1 年以.上同一→事業を経

短 期

2 0 0 万円以内 4 カ月以内日.年 7.2 5 '

保証をつける場

金敵機閑の定 めろところによる

取扱金 融機関

市 内各相互銀行

3600 00

年 3.5 0

( 3 倍)

1β80β00

市内各相互銀行

期の資金需要に対する金融を円 営する中小企業者 組合 保証付の場合年 6.7 5 ' 市 内各信用金庫 年 3.0 0 市内各信用金庫

資 金 融 資

(昭2 8. 6 . 1 )

滑にし、その育成振興をはかる 運 転.資 金 5 0 0 万円以内 .合、協会の定め

による
中元 6 月～ 9月

年末 10 月～ 1月

商工組合中央金庫

総合食品信用組合

商 銀 借 用 組 合

年 3.5 0

4E 2 .7 5

商工抱合中央金津

総合免脚 阻合

商銀信用組合

一 般 開 業

資 金 融 資

市内で新たに小規模事業を営む

者に必要な資金を敬資し、中小

. 市内に 3 年以上住所を有する

満 2 5 才以上の者
運 転 資 金 2 9 0 万円以内

必要資金の 7 0
6 0 九日以内 年 7.5 5 %

協 会 料 率 2 名以上

必要に応じ敬する

毎 月 元 金
市金融指導課 肥 後 銀 行 70∫)0 0 年 3.0 0

( 3 倍)
肥 後 銀 行

(‥昭54 . 4 . 20 )
企業の振興をはかる . 市内で開業する者

設 備 資 金 % 以内
(6カ月以内の据置を認める) 均 等 分 割 210 ;0 00

経 営 安 定 資

金 Q, 特 例 融 資

(昭55 . 4 . 15 5

市内で、省エネルギーを図る中

小企業者、倒産関連又は、天災

地変、火災により被事を受けた

中小企業者に対して資金の融資

を行い、経営の安定を図る

. 市内に1年以上居住し、かつ同

一事業を 1車扱上(天地災6 カ
月 )経営 し工いる中小企筆者

運 転 資 金

iァ:fiS H &

8 0 0 万円以内

84 カ月以内…年 6.0 0 %

(異常気象‖年 7.1 0 % )

( 1 年以内の据置を認

める)

年 0.4 4 %

2 0 0 万円以内

1 名以上

2 0 0万円超
2名以上

必勢こ応じ敬する

毎 月 元 金

均 等 分 割
市金融指導課 肥 後 銀 行 3寸5.00 0 年 0.5 0

( 3 倍 )

,03 5,0 00

県 信 用 保

証 協 会
1.0 0 肥 後 銀 行

大 規 模 小 売 店

対 策 特 別 融 資

大規制 、売店進出により影響を

受ける周辺の本市中小小売業者

に対し、大規模小売店対策とし

て経営の近代化を促進するため

. 市内に 1 年以上居圧しかつ同

- 事業を1 年以上経営してい

る中小企業者

.大規制 、売店の出店により売
運 転 資 金

8 0 ∩万円以内..

7 2 カ月以内…年 7.1 0 ,'

( 1 年以内の据置を認め 年 0.4 4 % 2 名以上

必熟こ応じ敬する

毎 月 元 金
市金融指導課

肥 .後 銀 行

肥 後 相 互 銀 行

熊 本 相 互 銀 行 100.00 0 年 2.5 0
( 3 倍) 県 信 用 保

3.0 0

肥 後 銀 行

肥 後 相 互 銀 行

熊 本 相 互 銀 A-

(昭51. l l. 1 )
に必要夜資金を敢賢し、 もって

本市中小小売業の振興に寄与す

ることを目的とする

上減少等の影智を受け、又は

その恐れのある周辺の中小企

業者で大規模小売店が取扱う

商品 を販売しているもの

設 備 資 金 る )
均 等 分 割

熊 本 借 用 金 庫

触本第一信用金庫

熊本中央借用金車

300,0 00 証 協 会 a

熊 本 信 用 金 庫

熊本第一信用金庫

熊本中央信用金庫
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イ　融　資　状　況

区 分

t 制 度 名

5 6 年 度 5 7 年 度

件 数 金 叡 n ォ 」 m

小 口 資 金 融 資 1,0 5 2
千円

2,3 9 32 5 0 8 4 7

千円

1,9 1 1,9 5 0

無 担 保 無 保 証 人 融 資 9 0 1 4 9 ,1 0 0 7 9 1 5 3 ,4 0 0

経 営 安 定 資 金 融 資 3 8 2 2,4 4 8 ,2 0 0 3 0 2 1,9 6 0 .2 0 0

経 営 安 定 資 金 融 資 の 特 例 4 0 1 5 7 ,7 0 0 5 4 1 8 8 .5 0 0

大 規 模 小 売 店 対 策 特 別 融 資 1 0 6 5,0 0 0 2 1 2 ,0 0 0

特 別 短 期 資 金 融 資 3 7 5 8.8 0 0 2 5 3 6 ,9 0 0

開 業 等 資 金 融 資 1 2 3 3 1 3 ,8 0 0 9 9 2 5 6 ,4 0 0

高 度 化 資 金 融 資 1 5 5 0 4 ,7 1 0 1 5 3 9 3 ,3 0 0

公 等 防 止 施 設 資 金 融 資 5 2 2,8 0 0 0 0

中 元 . 年 末 資 金 融 資 5 4 5 8 8 7 ,2 5 6 6 1 8 1,0 5 3 ,5 4 9

- 股 開 業 資 金 融 資 6 4 1 1 4,7 0 0 7 0 1 3 1 ,5 0 0

計 23 6 3 7 -1 1 5,3 1 6 2 ,1 1 1 6,0 9 7 ,6 9 9

(2)中小企業への各種助成

ア　中小企業振興助成

助成の種類 助 成 対 象 助 . 成 措 置 1

事 業 助 成 金

中小企業団体の うち市長の認めるも

のを組織したとき
6万円以内

商店待振興組合設立後 3 カ年間の運 年間 6 万円以内

営費 3 カ年間

高度化施設等建設費

5,0 0 0 万円未満

商 店 待 振 興 組 合 その他の判 、企業団体

2 0

1 0 0 1.呂00 以内

限度額 6 0 0 万円建設費5,0 0 0万円以上
1.0 0 0万附 超驚 )

限度額 2.0 0 0万円

利 子 補 助 金 近代化設備
金融機関からの融資の融資残額の 21 0 0 以 内

3 カ年聞

融 資 の 近代化設備、高麦化施設等 癖 .J厚生.
融資のあっせん.

あ っ せ ん 施設

便 宜 の 供 与
中小企業団体のうち面長の認めるものを 用地のあっせん 労働力の確保 道時等の整備

組織したと毎駅 化設侃 高度化施設等 情報 .資料の提供 その他
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助　成　状　況

区 分 年 度 5 3 5 4 5 5 5 6 5 7

設 、立 費
件 数 4 - 1 - -

金 額 日二円 ) 1 6 0 - 5 0 - I

運 営 費
件 数 5 5 5 1 1

.金 額 (千円) 2 0 0 2 1 0 2 1 0 5 0 5 0

高 度 化施 設
件 数 1 1 2 4 5

金 額 (千円) 2 0,0 0 0 1 4,8 9 9 6 ,0 0 0 9,2 7 0 2 8 ,5 6 5

利 子 補 助金
件 数 1 7 7 9 8

金 額 (千円). 9 5 1,0 7 5 6 8 2 1,3 2 0 1,0 8 0

イ　商店街共同施設助成

対象施設(街路燈、アーケード.期司駐車歩等)総工費(50万円以上)の15%とU 200万円を限度とする。

助　成　状　況

年 度 5 3 5 4 5 5 5 6 5 7

件 数 2 3 9 1 6 1 6

金 額 (千円) 8 9 9 1 ,9 0 1 7 ,0 8 1 7 ,1 6 3 1 0 ,2 3 0

ウ　商店街近代化資金補助

商店街が管理する街路燈電気料の1 0 %を運営資金として補助する。

補助金支給状況

年 度 5 3 5 4 5 5 5 6 5 7

.件 数 5 7 6 2 6 3 6 4 7 3

金 額 (千円 ) 2 ,1 1 3 2 ,2 7 1 3 .0 1 9 3 ,3 1 2 3 .6 1 2

(3)大　型　店　対　策

本市においては、大企業による大中型店の出店に加えて、昨今、大企業によるミニスーパー等小型店(店

舗面積30 O rが未満)の出店の影響が著しくなってきており、各地の中小小売業者との摩擦が生じてきてい

る。

よって、これら大企業による小型店の出店に際して、その事業活動を調整することにより、市内小売業者

の大部分を占める中小小売業者の事業活動の機会を適正に確保し、もって本市小売業の健全な発展を図るた

め「無本市小売商業活動の調整に関する要綱」 (昭5 8. 2. 1施行)を制定した。

(4)労　務　対　策

ア　新規学卒に関する指標
(熊本職安管内)

区 分

昭 和 5l 8 年 3 月 卒 昭 和 5 9 年 3 月 卒 ( 予 定 )

中 学 高 校 中 学 高 校

A 卒 業 者 数 9 ,9 6 0
%
1 0 ,4 2 8

%
9 ,8 2 2

%
1 0 ,4 0 8

%

B 進 学 者 数 ( 畳 )
9 ,8 3 3 9 8 .7 7 ,4 7 5 7 1 .7 9 , 5 8 5 9 7 .6 5 ,4 2 5 5 2 .1

C 就 業 者 数 <」 >
1 2 7 1 .3 2 ,9 5 3 2 8 .3 1 4 8 1.5 3 ,9 5 2 3 8 .0

D 県 内 就 業者 数 ( ぎ )
1 0 0 7 8 .7 2 ,3 1 6 7 8 .4 1 4 2 9 5 .9 3 ,3 9 2 8 5 .8
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イ　求人活動状況

熊本県産業開発求人対策協議会

設　　立　　　昭和39年8月

目　　的　　　県内中小企業者が団結し、若年技能労働力を確保するため強力な求人活動を全県に展開

し、もって県内産業の開発を促進する

組　織　　建設業下請業種6団体及び個人3企業により組放

活動状況　　県内各職業安定所を訪問し、参加企業の各職種P R活動並びに求人状況、就職者の近況

等説明、また各構成企業の初任給のアップー従業員宿舎等_福利厚生施設の充実に努め

るとともに就職後は「熊本市事業内高等職業訓練校」に自動的に入校、職業訓練を実施

し、技能のレベルアップを図る等、労働条件の向上定着を組醜的に推進している

熊本雇用対策協議会

設　　立　　　昭和44年3月

日　　的　　職業安定機関と緊密な連絡を保ち、産業界の必要とする労働力の確保と安定を図り、地

域経済の発展に寄与することを目的とする

ii m

普通会員

特別会員

活動状況

この会の趣旨に賛同して加入申込みのあった熊本公共職業安宏所管内に所在する事業所

及び企業別団体

熊本市・益城町・菊陽町並びに熊本商工会議所・熊本県中小企業団体中央会

o新規中学、高校卒業者の確保

o就職者激励慰安会

o勤労青少年の定着及び福祉対策

o職業安定機関との連絡の強化

ウ　職業訓練

若年労働力の確保率よび技能者賛成を目的として、昭和3 9年度に建設業、製造業の1 0団体訓練生500

人を対象として、熊本市工芸指導敢内に熊本市事業内共同職業訓練所を建設、多大の成果を収めてきた。

しかし、その後訓練生の増加により、 1教皇実習室の不足をきたしたため、昭和-4 4年度に熊本市工芸指

導所を廃止し、同敷地内に熊本市事業内高等職業訓練校を建設、ー続いて昭和4 8年度には同校の体育室を

増設し技能者の養成を強力に推進している。

熊本市事業円高等職業訓練校

所　在　地　熊本市南熊本3丁目8番16号

敷地面積　2,362.32m2

建設年月　第2枚舎　昭和40年5月　本飽第1期工事昭和45年4月　本館第2期工事　昭和49年3月

建物面積　　〝　　　464.40iが　　　〝　　　　720.50irf　　　　　　　　299.94nf

建　設　費　　〝　　　7,782細　　　〝　　　　28,765千円　　　〝　　　　28,573千円

構　　造　　〝　　軽量鉄骨2階建　　〝　鉄筋コン1)-ト2階建　　　〝　　　　軟骨耐火造
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加入団体　6団体

訓練生数　58年度　140人

熊本市職業訓練センター

事業所の従業員研修、技能レベルの向上(成人訓練) 、及び各種の労務相談など、広範囲な技能訓練、

情報交換の場として熊本市職業訓練センターが昭和5 4年1 0月オープンした。

その中核として、高卒者及び高等蔵業訓練修了者を対象に、より高度な知識と技能を合わせもつ実践技

能者を養成する職業訓練短期大学校を、認定職業訓練校としては全国で初の試みとして昭和5 4年4月開

校した。

設　置　主　体　雇用促進事業団

所　　在　　地　熊本市花園7丁目19番10号

構　　　　造　本館　鉄筋コンクリート2階建　冷暖房施設

実習棟　鉄骨造平屋建

敷　地　面　積　7,841.545m2

建　物　面　積　本　館　1,093m!

実習棟　1,5 6 7tが

延2,660irf

着　　　　工　昭和54年1月16日

完　　　　成　昭和54年8月未

開　　　　館　昭和54年10月

建　設　費　300,000千円

熊本市技能向上訓練実習場(職業訓練セソクー内に建設)

在職従業者の技能レベルの向上(成人訓練)と広範囲な技能訓練の場として昭和5 7年4月オ-プンしたO

設　置　主　体

管　理　主　体

所　　在　　地

構　　　　　造

建物延面積

完　　　　　成

開　　　　　場

建　　設　　費

MR嗣

職業訓練法人　熊本市職業訓練センター

熊本市花園7Tg1 9番20号

鉄骨造平屋建

30O rrf

昭和57年3月31日

昭和57年4月1日

36,629千円(国・A・市・各‡)

-168-



エ　勤労青少年ホーム

本市の中小企業に勤務する1 5才～2 5才までの勤労青少年(約3 5,0 0 0人)を対象とし、豊かな人

間性の向上と健全な育成を図ることを目的として、昭和45年に建設。

設置主体

所　在　地

構　　　　造

面　　　　積

着　　　　工

完　　　　成

開　　　　館

建　設　費

利用　状況

熊本市

熊本市新星敷1丁目1 8番28号

鉄薪コンク1)-ト3階建　冷暖房施設

数地面積　　　5 1.7 Oiが

建物面積　1,264.95nf

昭和45年9月12日

昭和46年3月31日

昭和46年5月　1日

64,437千円

57年度　37,723人(男13,379人　女24,344人)

オ　勤労婦人センター

本市の中小企業に勤務する癖人労働者ならびに勤労者家庭の主婦は約1 8万人を数えるが、これらの人

々の福祉の向上を図るための拠点として、昭和4 8年に建私

設　置　主　体

所　在　地

構　　　　造

面　　　　積

着　　　　工

完　　　　成

開　　　　館

建　設　費

利　用　状　況

熊本市

熊本市本山町4 8 4番地

鉄筋コンク')-ト3階建　冷暖房施設

敷地面積　891m2

建物面積1,118.05m2

昭和48年6月18日

昭和49年3月31日

昭和49年6月　6日

98,044千円

57年度　76,223人

力　雇用促進住宅

昭和4 5年4月1日より本市は広域職業紹介送り出し地域指定除列が決定、名実ともに労働力の需要地

化した。今後若年労働力のみならず、中高年齢層の有効活用を積極的に開拓するため、その受け入れ態勢

の-壕として区域外からの移転就蔵を容易にするため、雇用促進事業団による雇用促進住宅を建設。

龍田宿舎

所　在　地　熊本市龍田町上立田1265番地4

貴　地　面　積　　7,639.95rf

戸　　　　数　4棟160戸(45年度2棟80戸、 46年度2棟80戸)
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gam面冒

所　在　地　熊本市近見町1562番地1地先

敷　地　面　積　約8,500irf

戸　　　　数　4棟160戸(45年度2棟80戸、 46年度2棟80戸)

キ　勤労総合福祉センター

労働省所管雇用促進事業団が新産都市又は=業整備特別地域等において勤労者の福祉施設を充実して、

雇用の促進と職業の安定を図るとともに、地域の開発に寄与することを目的に設置され勤労者及びその家

族等の教養、研修、スポーツ、娯楽及び宿泊、結婚式場等の福祉施設としてまた事業主等の主催する教養、

研修、体育、 i,ジャー等に利用。

名　　　　　称　　火の国ハイツ

設　置　主　体　　雇用促進事業団

管　理　運　営　財団法人無本勤労総合福祉センタ一

所　布　地　無本市石原町382番地

構　　　　造　鉄筋コンク.)-ト4階建　冷暖房施設

面　　　　積　敷地面積121,140m2 (県、市所有地)

建物面積　　　3,694.28 irf

着　　　　工　　昭和49年6月

完　　　　成　昭和50年8月

開　　　　館　昭和50年9月1日

建　　設　　費　　750,000千円

利　用　状　況　　57年度　延191,622人

ク　中高年齢労働者福祉センター

中高年齢労働者等の雇用の促進と福祉の向上を図るため、職業講習、職業相談、職業情報の提供等を行う

とともに、心身の健康保持、体力の増強、及び教養、文化等のための便宜を供与することを目的とした施設

である。

名　　　　　称

設　置　主　体

管　理　運　営

所　　在　地

敷　地　面　積

建物延面積

施　設　概　要

着　　　　　工

完　　　　　成

サンライフ照本

雇用促進事業団

財団法人照本中高年齢労働者福祉センター

無本市黒髪3丁目3番1 2号

2,436.42:が

1,441.49㌦

1階　体　　育　　室　396.51irf

トレーニング室

講　　習　　室

職　業　相　談室

更施シャワー室

2階　和　室(2部屋)

」^H1　　日

127.61汀～

57.58m2

40.06r㌔

46.06rJ

93.09㌦

30.75rが

大　会　議　室129.10nf

昭和57年4月10日

昭和58年1月25日
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開　　　　　館　　昭和58年3月1日

建　設　費　300,000千円

利　用　状　況　57年度　延1,746人

ケ　中小企業勤労者福祉共済

市内の中小企業に勤務する従業員に対し、本事業を実施することにより、当該従業員の福祉の増進並び

に中小企業の労働力の確保及び従業員の定着を図り、もって中小企業の振興に寄与する。

発　　　　　足

共　済　掛　金

加　入　者　数

福　利　事　業

昭和49年6月1日

1人月額　300円(昭56.4.1より)

470事務所　被共済者数　8,477人(昭58.5.1現在)

○レクT)エーション事業の開催

o夏季に海の家、山の家を設置(無料)

oデパート、結婚式場及びレジャー施設の利用割り引き

o指定妹館の割り引きと補助

o人間ドック利用者補助

給付事業(加入と同時に給付)

給 付 種 類 給 付 金 額 受 給 者

成 人 祝 金 5,0 0 0 円

ft * m #

結 婚 祝 金 1 0,0 0 0

出 産 祝 金 土0,0 0 0

, 入 学 祝 金 5,0 0 0

卒 業 祝 金 5,0 0 0

結 婚 2 5 年 祝 金 1 5,0 0 0

傷 病 見 舞 金 1 0.0 0 0

死 亡

弔慰 金

本 . 人 1 0 0,0 0 0 被 共 済 者 の 家 族

配 偶 者 3 0.0 0 0

被 共 済 者
1 親 等 1 0,0 0 0

永年 ほ

う賞金

5 * ァ 5,0 0 0

1 0 年 目 1 0.0 0 0

(荏)永年ほう賞は、共済加入後、同一企業での勤務年数が給付条件

貸付事業

種別 貸 付 条 件 貸付限度額 内 容 保 諒E人 償 還

普 通

貸 付

同「企業で勤務3年臥上5年未満
千円

1 0 0 笠 . 1 資金
事業 主

住民税の所得
別のある者

計 2 名

5 年

以 内i

〝 5年奴上 5 0 0

特 別

貸 付
原則として勤務年数は問わない 2 0 0

≡ ∋ 資竿

-171-

賃



5　消　費　者　行　政

本市の消費者行政は、 「消費者意識の高揚J. 「情報の収集提供」. 「消費者の組放化と活動の助長」、 「消費

者保護行政の推進」を4本の柱として.市民の消費生活の安定向上を目標に、各事業を通じて、消費者保護を

推進する。

事業　内　容

消費生活春季 講 座
消費生活 に関する基礎的な知識の習得
1期 ( 3 カ月 ) を 1 2 講座で構成
定員 4 0 人

消費生活秋季 講座
主に消費生活春季講座修了者を対象とし、 1期 1 2 講座で構成、養成人員 4 0

人

消費生活移動講 座
地域住民に対する情報提供、消費者学習、消費生活相談などの啓発活動を効果
的に推進する

消費生活指導巡回車
消費者に対する情報捷供、消費生活相談など消費者啓発を総合的に推進 し、
消費者意識の地域浸透をはかるため地域を巡回、指導する

消 費 生 活 展
.消費者が正 しい商品知識と自主的な消費行動をもって、かしこい豊かなくらし
を築 くことをE)的とし、安全l 物価、資源問題等VEついて、消費者参加によるパ
ネル、商品展示等を行 う

小学生向啓発資料作 /j、学 5 . 6 年を対象に、学校教育において消費生活に関する知識を身につけて
成 もらう目的で、家庭科の参考資料 「かしこい消費」を作成

消費生活相談処理体
消費生活相談窓口の充実
産業文化会館内の消費者センタ- で軌 迅速適切な相談処理を図るとともに、

制の強化 消費者の声を関係業界や行政に反映 させる
消費生活相談員の配置
消費生活相談業務 に通じ苦情処理等の業務に適格 を人を市長が変革 し、相談
の受付と処理にあたる

消費物資の情報の収
集並びに提供

毎月、市内の大型店、中規模店、一般小売店等約 5 0 店を対象に生鮮食料品、
生活関連物資 3 5 品目の小売価格、需給状況を調査 し、平均小売価格 を発表す
ることによ少、市民への情報の提供に努める

野菜消費地指定促進
市内における野菜の供給の安定を図るため、野菜消費地域指定促進消費者賂議

会を通 して、指定の早期実現に努める
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美事輪義6

地

設
在

施
　
所

ヽ
11

熊本市水前寺5丁目23番1号

開　設　年　月　　　昭和25年7月

敷　地　面　積　　　40,000nf　競走路1周500m　9卓立

駐　車　　場　　　21,003Iが(2,450台収容)

投　　票　　所　　　投票所数　7　　窓口　382

払　　戻　　所　　　払戻所数　4　　窓口　126

両　　替　　所　　　両替所数　6　　窓口　　39

観　　覧　　席　　　定　　員

(2)競輪事業の実績

15,000人

一般　　3,300人

立見　　9,583人

特別観覧席　　2,117人(昭56.4開設)

年 度

区 分 5 3 5 4 5 5 5 6 5 7

開 催 回 数 1 2 1 2 1 2 1 6 1 4

開 催 日 数 / L 7 2 7 2 8 4 7 .8

入 場 者 数 6 1 1,9 3 6 6 3 0,8 4 1 6 0 5 ,3 7 5 6 3 2 ,2 9 6 5 2 0 ,3 2 8

収 入 千円 .千円 千円 千円 千円

入場料 ( 普通席 ) 3 0 ,5 9 6 3 1,5 4 2 3 0 ,2 6 9 3 1,6 1 5 2 6 ,0 1 6

〟 ( 特別席 )

2 2 ,0 0 8 ,0 0 8 2 4,2 6 4 ,4 7 5

1 1 5,8 8 8 1 0 7,3 5 2

車 夢 売 上 2 3 ,8 3 9,2 1 7 2 5,7 6 8 ,9 6 4 2 2 ,3 2 1,1 1 8

そ の 他 の 収 入 4 8 ,4 7 9 6 5 ,5 3 3 9 8 ,7 2 6 7 8 ,7 0 7 6 8,0 0 0

前 年 度 繰 越 金 8 3 1,2 0 9 8 8 7 ,7 4 5 9 6 5 ,7 9 7 6 0 8,1 1 8 6 2 ,0 7 7

支 出

経 常 経 費 1 3 6 ,6 9 5 1 4 2,5 1 7 1 4 4 ,4 5 9 1 7 7,8 3 0 1 8 5 ,6 6 0

開 催 経 費 1 7 ,6 7 6 ,8 6 1 1 9,4 9 4,9 4 6 1 9 .2 0 8,8 4 8 2 1,0 8 0,0 4 2 1 8 ,5 3 3 ,7 5 0

交 付 . 金 1,3 0 6 ,0 4 8 1,4 2 6,5 6 5 1 ,4 0 4 ,3 6 3 1,5 4 2 ,9 9 2 1,4 2 2 ,6 3 2

施 設 関 係 1 1 0 ,9 4 7 .6 1 9 ,4 7 0 7 6 8 ,2 2 0 1,0 9 0 ,3 5 0 1 9 3 ,4 0 8

一 般 会 計 換 出金 2 ,8 0 0,0 0 0 2 ,6 0 0,0 0 0 2 ,8 0 0 ,0 0 0 2 ,6 5 0,0 0 0 2,1 0 0 .0 0 0

(3)競輪事業収益金の使途
(単位　千円)

∵

土 木 . 住 宅 関 係 民 生 関 係 教 育 関 係 衛 生 関 係
災 害 復 旧

工 事 関 係
そ の 他 合 計

5 3 5 1 1 ,5 6 9

%

1 8 .3 4 4 3 ,7 4 9

%

1 5 .8 3 2 8 ,4 2 1

%

l l .7 2 2 4 ,0 2 2

%

8 .0 4 ,9 0 4

%

0 .2 1 ,2 8 7 ,3 3 5

%

4 6 ー0 2 .8 C札 0 0 0

%

1 0 0

5 4 5 9 2 ,8 0 0 2 2 .8 5 0 7 ,0 0 0 1 9 .5 3 1 9 ,8 0 0 1 2 .3 1 5 8 ,6 0 0 6 .1 5 ,2 0 0 0 .2 1 ,0 1 6 ,6 0 0 3 9 .1 2 ,6 0 0 ,O Cー0 l o p

5 5 4 7 8 ,8 0 0 1 7 .1 4 9 0 .0 0 0 1 7 .5 4 2 5 ,6 0 0 1 5 .2 1 0 6 ,4 0 0 3 .8 8 ,4 0 0 0 ー3 1 ,2 9 0 ,8 0 0 4 6 .1 2 ,8 0 0 .0 0 0 1 0 0

5 6 6 1 2 ,1 5 0 2 3 .1 2 8 6 ,2 0 0 1 0 .8 3 3 3 ,9 0 0 1 2 .6 1 4 3 ,1 0 0 5 .4 0 0 1 ,2 7 4 ,6 5 0 4 8 .1 2 ,6 5 0 ,0 0 0 1 0 0

5 7 8 0 2 ,2 0 0 3 8 .2 2 7 5 ,1 0 0 1 3 .1 4 5 5 ,7 0 0 2 1 .7 1 7 0 ,1 0 0 8 .1 6 ,3 0 0 0 .3 3 9 0 ,6 0 0 1 8 .6 2 ,1 0 0 ,0 0 0 1 0 0
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7　観　　光

(1)概　　況

本市は熊本城.水前寺公園をはじめとする数多くの歴史的覇光資源に加えて、夏目淑石によって「森の都」

と名づけられたように、綴ゆたかを美しい街並みで毎年5 0 0万人近い観光客を迎えているO

また、九州の中央に任し、東に阿蘇、西に天草の二大国立公園を控え、九州国際額光ル-トの要衝として

地理的好条件に恵まれているし

昭和3 9年に.別府・阿蘇道路が開通したのを皮切bに. 4 1年天草五徳の完成、 4 6年新熊本空港の開

港、さらに5 0毎に入D、福岡・熊本間の九州自動車道の開通、新幹線の博多乗b入れ等、大型レジャー施

設の整備とも相まって.本市の観光誘因はますます増大の傾向にある.

一方、市の西方部に位置する金峰山一帯は多くの史跡に恵まれ、 「くまもと自然休秦林」として親しまれ

ているが、 「岩戸の里公園」を核としての開発もすすみこれからの硯光地として期待されている。

(2)観光振興対策

ア　観光客の誘致

観光映画の活用

観光映画「くまもと」 (16mmカラー)を製作し、一般観光並びに修学旅行誘致宣伝に活用している

観光展の開催

観光展の開催により、新たな観光需要市場の開拓を図る

観光宣伝隊の派遣・参加

観光宣伝隊を組織し、各地の学校、会社、旅行業者を訪問、あるいは現地観光懇談会を開催し、本市

の観光宣伝ならびに観光事情の説明に努めている。また、広域観光宣伝の立場から.各種の広域観光宣

伝機関の宣伝隊に参加している

大会会議の誘致

本市は九州の中枢管理都市として全国・九州規模の大会会議の誘致に努めると共に受入体制の強化を

図る

郷土芸能の夕べ開催

毎週土曜日の夜、産業文化会館で、来顧客に本市の伝統芸能である「肥後にわか」 、 「郷土民踊」.

「観光映画」を披露している

新婚宿泊客-の記念品贈呈

新婚旅行者の誘致をはかるため、本市で宿泊する新婚旅行者に熊本滞在を記念して、表札を贈呈する

観光標識の充実

訪れる観光客のため、観光道路棟誠.説明板、案内板等の設置拡充を図る

イ　観光客の動向

年 項 目 * s & 対 5 2 年 此 対 前 年 比

5 3

千人 % %

4 ,9 8 7 9 9 . 6 9 9 . 6

5 4 5 , 0 5 5 1 0 1. 0 1 0 1. 4

5 5 5 ,0 1 5 1 0 0 . 2 9 9 .2

5 6 4 ,9 2 0 9 8 .3 9 8 . 1

5 7 4 ,8 3 7 9 6 .6 9 8 .3
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(3)名所旧跡及び観光施設

ア　熊　本　城

加藤清正は、肥後入国( 1 5 8 8年)後すぐにも新城の必要を感じたものの朝鮮遠征も関ケ原の軌へ等

の内外事に追われその計画は実現しなかった。しかし関ケ原の戦いのあと、小西行長と二分して領有してい

た肥後の国が清正一人の鎖するところとなり名実ともに5 4万石Z)大名となったため、また島津氏との対抗

上からも新城の必要にせまられ、慶長6年( 1 6 0 1年)築城に着手したO

や。・削・:?. ㌔ ・、.・'ill..!長一iト'''・'.'''・'蝣M;与l**'f'いてhL　・y.、特∴!')]-)・vfi二伸のftfcへ、・二⊥　-7-<..)蝣甘　∴臥・

各所にいろいろな苦心が払われている。

まず位置を茶臼山の平野をのぞむ一端に選定し、平野にひろがる城下町をも城郭とする平山妹の形式とし

たOまた防備の面では、清正石垣と呼ばれる堅固で特異の勾配を持った石垣をめぐらし、勘を考慮しての

城内1 2 0カ所の井戸、生木のままでも薪となる榎、楠の植樹、畳のしんに食糧となる芋の茎を使うなど数

々の配慮がみられる。このようにして築かれた熊本城は、当時周囲gKmに及び、櫓4 9、櫓門1 8、城門

2 9を数えたと言われるが、惜しくも明治1 0年の西南の役でその大半を焼失した。

昭和3 5年8月3 1日総工費1億8,0 0 0万円をもって、清正公の35 0年祭と市制70年を記念して天

守閣の再建がなされた。また、宇土櫓他1 2の建造物は国の重要文化財に指定書れている。

重要文化財

名 称 面 積 高 さ 良 さ 摘 要

芋 . 土 櫓

長 塀

田 子 櫓

七 間 櫓

十 四 間 櫓 .

四 間 櫓

源 之 進 櫓

東十八間櫓

北十八間櫓

五 間 櫓

乎 櫓

監 物 櫓

不 開 門

1,0 7 6.3 2 t㌔ 1 9.5 J

2 .0

6.2 3

5.0 6

5.7 2

5ー9 6

:|b 5.雪02芸

5.7 2

m

2 4 2.8 4

地下 1 階、地上 5 階 、3 層 5階 (地下 3 .3 m )

5 0.9 5

6 6.0 7

1 6 2.7 5

4 6.3 0

1 0 7.9 4

1 5 4.0 4

2 3 2.4 5

3 6.3 6

1 2 2.l l

1 4 1.2 0

5 6.1 0

平 屋

〟

〟+

′′

〟

〟

〟

〟

〟

〟

〟

計 2 2 5 2.5 9

観　覧　料　(入園料、登閣料　昭51.7.1改正)

入　園　料　大　　人100円

小中学生　　50円

登　閣　料　大　　人　200円

小中学生　　50円
団体割引一一3 0人以上2割引
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利用状況

区 分

年 度

入 園 登 閣

計

人 員 金 額 人 員 金 額

5 3 1 ,3 2 6 ,3 7 3

円

1 1 9 ,6 3 1 ,8 6 0 7 5 8 ,7 0 2

円

1 1 1 ,4 3 6 ,0 3 0

円

2 3 1 ,0 6 7 ,8 9 0

5 4 1 ,3 7 6 ,9 8 7 1 2 2 ,6 4 1 ,5 0 0 8 0 6 ,8 9 9 1 2 0 ,4 6 3 ,4 1 0 2 4 3 ,1 0 4 ,9 1 0

5 5 1 ,3 5 4 ,9 4 2 1 2 0 ,3 1 5 ,5 9 0 8 0 1 ,1 2 6 1 1 8 ,5 5 0 ,4 8 0 2 3 8 ,8 6 6 ,0 7 0

5 6 1 ,4 2 2 ,4 1 6 1 2 6 ,4 5 8 ,1 5 0 8 3 7 ,1 0 1 1 2 4 ,3 1 6 ,3 5 0 2 5 0 ,7 7 4 ,5 0 0

5 7 1 ,2 6 9 ,9 7 3 1 1 1 ,0 6 7 ,4 0 0 8 0 9 ,0 3 4 1 1 8 ,5 2 7 ,5 2 0 2 2 9 ,5 9 4 ,9 2 0

肥後名花園

熊本城内竹の丸一帯の肥後名苑園は・伝統ある肥後六茂の純粋品種をより多く後世に残すため-昭和48

年に造成し、その保存・栽培を行い、観光客や一般市民に親しまれている。

ひござく　　　正式5間筏壇に4 7品種を栽培　　　　　　観賞1 1月上旬

ひごしょうぶ　7間苑壇4段に120品種320株を植え付け　観賞　6月上旬

ひごあさがお　22品種を500鉢に栽培　　　　　　　7月-9月鉢物展示場に展示

ひごしゃくやく　7間祐壇4段に25品種120株を植え付け　観賞　5月上旬

ひごつはき　　約1,000mの面積に47品種160本を移植観賞　3月

ひごさざんか　約360m2の面積に5品種40本植え付け　　観賞12月

熊本城二の丸駐車場(民生関係に記載)
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イ　動物園

市民の社会・教育、文化の向上を図る一袋として、昭和4年、水前寺にある旧細川藩の庭園東側に匪接し

て、動物園を開園したo設置当時は市の郊外に位置し、教育施設としてまた行楽の場とし・て最適であったが、

市の東部発展に伴ない、周辺に住宅等が密集し、動物舎の増改築、敷地の拡張等が極めて困難となったため

昭和4 4年7月江津湖畔の豊富な水資源を利用した異色の湖畔動物園を築造した。

施設と動物

所　在　地　熊本市健軍5丁目14番2号

敷地面積　107,896nf

建物面蹟　4,878.51rf(事務所、倉庫、動物舎等56舎)

開園年月日　　昭和44年7月1日

飼育動物　晴　乳　類　62種　　319点

鳥　　類　　85種　　　859点

-　虫　類　　　7種　　　　92点

計　　154種　1,270点

駐　車　場

面　　　積　17,500 nf

収容台数　普通車800台、バス10台

遊戯施設

チエソタワー、ミニSL、新幹線、メリーゴーランド、ティカップ、観覧豆、ジニットコー

スタ~、モノレ~ル、ゴ~カ-ト、スー/く-f-サ-、渡し船(休航)、小型のりもの、.急流

すべり、ミラ--ウス、プ-ル.水辺の家

観　覧　料

〔個人〕　〔団体〕

大人・高校生　　200円　　180円

小・中学生　　　50円　　　　40円(ただし市内の小・中学生は無料

幼　　　　児　無　料

利用状況(昭和57年度)

校章又は生徒手帳持参)

入園者数　　711,609人　　　　　入園料収入　　57,283,010円

水辺・の家　12団体(516人)　遊戯施設使用料128,265,400円

売店施設使用料　　　5 7 6,000円

計　　　186,124,410円

動物園の整備(昭和57年厚)

オリックス舎新設

おしどり橋新設

メリーゴーランド新設

インコ舎新設

水銀灯配禄工事

6,789千円

6,350千円

22,620千円

1,095千円

5,070千円
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水中ポンプ取替工事

小鳥舎金網取替工事

シロオリックス(1番)

チンパンジー(1番)

ペンギン(5羽)

カピバラ(1頭)

1,425千円

1,096千円

3,000千円

2,500千円

500千円

380千円



ウ　水前寺公園

清らかな水と日本式庭園の美しきで知られる水前寺蔵趣園は、寛永9年( 1 6 3 2年)藩主細川息利が

豊前羅漢寺の僧玄宅のために寺院を建てた所で、後にこれを移し、藩公の遊休の茶屋を設けて成功園(約

6 9,0 0 (W)と名づけられた。この庭園は、東海道五十三次を形どったものといわれ、その仮山泉石の妙は

桃山式庭園の代表的なものである。特に阿蘇の伏流と云われる清らかな湧水は、年中絶えることなく、池の

至る所から導き出て、観光客、市民の憩の場所となっている。文豪夏目淑石もこの清列復水をたたえて「導

くからに　流るるからに　春の水」と詠んでいるO

エ　北岡自然公園

ここは、細川家の別邸のあった所であ9、細川家歴代の菩提寺跡で、妙解寺と呼ばれていたo花岡山と連

・A.し、 ・・・ --?.・-蝣l: I '-ト!・Jこl与J*tl州LHJ、 !ふい吋;-.p.i∴仙川ij.ォこrK-lfVAi-V一脚t:.二り、糾しォ蝣蝣・'ォ

ト'IB.ト・ト.0 ,-<| '.-,・蝣;'[.刊・r I*;,-;・- v. 」の相、lい・ミv'一・・.一・if,1り¥-!rl`蝣'i.rVt-　′い・:・- 1*11ミミ'i」 。 ・・''/

テンをはじめパラ園などがあ9-般市民に開放されているo

オ　立田自然公園

立田山の麓にある立田自然公園臥細川家の菩提寺泰勝寺跡であるOここには・初代藤孝及びその夫人

2代目忠興とガラシャの名で広く世に知られるその夫人をはじめ歴代藩主の墓がある。

世界的に賢夫人として知られるガラシャ夫人杜明智光秀の娘で、キI)スト教に帰依し貞節をもって一生を

・・L山し、 f'蝣(_ト、 !.'届と'!*蝣・il'!''!''-!*."1 '・付　　'.-'.・

力　本妙寺

九州における日蓮宗の名刺として知られる加藤家の菩提寺本妙寺は・熊本城の北西約2臥城をのぞむ中

尾山の中腹にある。この寺は、当初清正が父清忠の菩提をとむらうため大阪に建立したものであるが・ ・肥後

入国に際して城内に移し、後忠広の代に至り現在地に移されたものであるO清正が日蓮宗に深く帰依してい

たことは、軍旗に「南無妙法蓮華経」の臓を用いていたことや、有名な長烏帽子を自筆の法華経の写紙で作

ったことからもうかがい知るととができる。 7月2 3日の頓写会には、夜を徹して参拝の人政が続いてV}るo

境内に払清正の銅像や遺品を納めた宝物館があれまた清正に殉死した大木土佐守や金官の墓があるo

キ　藤崎宮

熊本市民の氏神として親しまれている藤崎宮は・承平5年( 9 3 5年)の建立といわれ、応神天皇(一の

宮)、住吉大神(二の宮)、神功皇后(三の官)を祭っているo毎年9月15日に行われる大祭は、通称

「随兵祭り→と呼ばれ、武者行列や獅子舞、それに若者たちの勇壮を鳥追いが町に削出すo社殿には重要

文化財の木造僧形八幡神や木造女神の座像等があるo

ク武蔵塚

剣聖として大衆に親しまれている宮本武蔵払細川忠利に招かれて晩年を肥後で送れその生産を千葉城

跡(現在のNI王K )にとじたOその墓は、江戸参勤交代の威儀を拝したいという武蔵生前の希望により、大

津街道沿いに選ばれたと伝えられている0
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ケ　若戸観音・五百羅漢

金峰山の西麓にあ少、剣聖官本武蔵が「兵法五輪書」を記した洞窟で観音か配られているOとの横には、

石工了善が2 4年の歳月を費やして刻んだと伝えられている五百羅漢もある。

コ　吉田司家

藤崎宮参道の左手にある苫田司家は、相撲の神様として知られているo後鳥羽天皇の時、吉田家次が宮中

に召されて相撲の行司官に任ぜられたのが始まりで、以後代々受け継がれているo初めて横綱となった閑職

は九州巡業の際、ここに立寄り、古式ゆたかな土俵入りが行われるo

サ　干金甲古墳

小島町、千金甲の後方山中にある古墳で、全国に紋様古墳として知られているo内部には、円や直線での

i.・し＼、yW-ti†i:.L寸し. --・'サ-.全li.iV蝣(''蝣-蝣'蝣-'r ;'二二iVC、・・二一.蝣"-'蝣'ヒ・蝣.Wfiは、 i:付ごも叫こiL:1'i< I羊-I 、・・

(4)火の国まつり

昭和5 3年から始まった市民総参加の夜の祭典「火の国まつb」は3日間で8 0万人の見物客で廉わった.

伝統ある祭Dとして継承するため本年も8月1 1日～1 3日「おてもやん総かどD」など多彩を行事を繰

b広げる。

8　産業文化会館

熊本市産業文化会館は、 (り地場産業の振興、 (2帰民文化の振興奨励と創造的活動の助長推進、 (3)消費生活に

関する情報の提供、消費者活動の助長推進、 (4)地元中小企業の共同化による近代化高変化の推進の四つの機能

を有する産業文化の拠点として建設したものである。

所在地'熊本市花畑町7番10号

設置主体　　熊　本　市

構　　造　　鉄骨鉄筋コンクリート造地上8階地下1階

数地面槙　1,914 m

建物面積　延床面積Il,849rf(うち駐車場429iが)

建設費　　総事業費　的26億5千万円

付属施設　`駐車場　35台

開　　館　　昭和56年3月15日

主な施設

7F　　　大ホール(定員700名)

6F　　　会議室(研修室)　7垂

5 F　　　総合展示場.熊本産英貿易振興協会工業製品常設展示場
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4 F　　経済情報室.経済懇話室、金融指導課、日本貿易振興会熊本貿易情報センター、消費者セ

ンター

3 F　　　小ホール、県物産館、観光情報セyクー、県バス協会、会館管理室

2F-BIF　産業文化会館出店者協同組合(店舗)

会館使用料

使 用 時 聞

使用 場 所

午 前 午 後 夜 間

冷 暖 房 使 用 料
9 : o o ~ i 2 : o o 1 3 : o o ~ i 7 : o o 1 8 : o o ~ 2 2 : o o

大 ホ ー ル

平 日
5 ,0 0 0 月 1 0 .0 0 0 円

1 3 ,0 0 0
円

1 時 間につ き 2 ,0 0 0
土 、 日、休 日 6 ,0 0 0 1 2.0 0 0 1 6 ,0 0 0

小 ホ ー A " 蝣

平 日 3 .0 0 0 5,0 0 0 7 ,0 0 0
1 区分につ き 1,5 0 0

土 、 日、 休 日 3 ,6 0 0 6 ,0 0 0 8 ,4 0 0

第 1 会 議 室 ( 洋 室 2 .0 名 ) 2 .0 0 0 2 .5 0 0 2 .5 0 0

1 区 分 に つ き 2 0 0

第 2 会 議 室 ( 洋 室 2 0 名 ) 9 0 0 1,3 0 0 1 ,3 0 0

第 3 会 議 室 ( 洋 室 2 4 名 ) 1 ,0 0 0 1,6 0 0 1 ,6 0 0

第 4 会 議 室 ( 和 室 1 5 畳 ) 1 ,3 0 0 2 .0 0 0 2 ,0 0 0

第 5 会 議 室 ( 洋 室 5 0 名 ) 1 ,8 0 0 2 ,5 0 0 2 .5 0 0 1 区 分 に つ き 3 0 0

第 6 会 議 室 ( 洋 室 1 3 0 名 ) 2 ,8 0 0 4 .1 0 0 4 ,1 0 0 1 区 分 に つ き 8 0 0

視 聴 覚 研 修 室 ( 洋 室 6 0 名 ) 1 ,9 0 0 2 ,8 0 0 2 ,8 0 0 1 区 分 に つ き4 0 0

総 合 展 示 場 ( 3 7 9 i P ) 1 日 ( 9 : 0 0 ~ 2 2 : 0 0 ) 1 8 ,9 5 0 1 日 3 ,7 9 0

(注)使用者が入場料その他これに類するものを徴収し、又は営利を目的として使用するときの使用料は、

本表の使用料の二倍の料金とする

会館利用状況

区

分

年

皮

大 ホ ー ル 小 ホ ー ル 会視

n sァ

紘

A
∩

集式 千 軒 演 日 請 そ

の

他

計

集 式 研講 icf∃

$

A
コミ

演 日 展

示

A
=ごく

そ

の

他

計

A
2X

大

空 曹

コ耳ヨ
I
2 *5

刺

演

顔

洋

演

請

習

A
コミ

大

修演

A
コ耳Aコミ

m '

習会

刺

演

顔

洋

室覚

( 研
Q ォ

展

示

会典 会曲 -アfr
コミ
ft A
X」

会 典 会議 一とヒ
2*
* 、J 室 場

56 92 10 7 3 8 24 29 35 3 25 5 0 5 5 4 3 5 2 4 6 38 3 2 87 2 ,7 79 22 6

5 7 102 10 8 2 4 4 2 18 53 3 47 4 4 61 2 5 6 95 47 9 314 3,3 84 26 1

利用者状況

区

分

年

皮

大 ホ ー ル 小 ホ ー ル

公 文 - 個

人

計

公 文 - 個

人

計
共 化 般 共 化 般

団 団 日∃ 団 団 団

体 体 体 体 体 体

5 6 46 49 2 19 ll 32 5 66 16 1 98 7 287

5 7 33 48 25 9 7 34 7 61 10 24 1 2 314
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9　市　民　会　館

(1)施　　設

所在地　熊本市桜町1番3号

敷地面積　6,659rf

建物面積　4,408rf

延9,0151が

起　　工　昭和41年　4月　1日

竣　　工　昭和42年11月30日

開　館　昭和43年1月　6日
建設費　628,500千円

構　　造

ホール棟　鉄筋コンク1)-ト造

地下1階、地上4階

会議棟　鉄筋コンクリ-ト造

地下1階、地上2階

58年度　工事請負費　80,000千円

空調機器及びオーケストラピ

ット改修工事

(2)会館使用料及び定員

各階面積及び主要塊設

区分 階 別 面 積 主 軍 施 設

ホ

I

ノレ

地 階
irf

6 5 9 オ l ケス トラ ビット- エアーダク ト

1 階 2 .4 3 3

舞台、客席. .放送室. 映写室 - 技

術童- 主催 者控室. ホ ワイエーサ

ソク/ ホワイ エー売店

申 2 階 1 0 6 中継室

2 階 1,0 6 0
客席- 照明圭一ホワイ エー喫煙所 .

棟 便所

3 階 7 3 7 客席. 照明皇一興塵所、便所 - 倉庫

4 階 1 8 0 客席- セ ンター スポ ッ ト重

会

義

m

地 階 8 5 7
空気調和機械室 - ポイ ラl 童 - メ

ツチ リ一重一変電 気室l 保稽 哩畠

1 階 1,2 4 8

展示 p u蝣- . 控 宅、市 1 0 会議室

(和室 ) - 館長室- 事 務室- 食 堂-

浴室一頃所 . 守衛鼠 宿直室-交 換機重

2 階 1,5 5 0
大会議 室一第 1 会議室 ～第 9 会議室

サt - . t *

1部 3階 1 8 5

使 用 時 間 区分

使 用 場 月

午 前 午 後 夜 間

定 員
午 前 9 時 か ら 午 後 1 時 か ら 午 後 6 時 か ら

及 び使 用 日 正 午 ま で 午 後 5 時 ま で 午 後 1 0 時ま で

大

ホ
平 日

1 0 ,0 0 0 円 円
2 0 ,0 0 0

円

固 定 席 1 ,8 2 6 席

2 5 ,0 0 0

ー

ノレ 土、日、休 日 1 2 ,0 0 0 2 4 ,0 0 0 3 0 ,0 0 0

-k

ALLコミ

平 日 2 ,0 0 0 4 ,0 0 0 5 ,0 0 0

移 動 席 5 0 0 人

m
土、 日、休 日 2 ,4 0 0 4 ,8 0 0 6 ,0 0 0

A

第 1 会 議 室 4 0 0 6 0 0 6 0 0 小 会 議 室 . 2 0 人

〝 〝

〟 ′′

′′ 〝

〝 〝

中会 議室 4 0

′′ 〝

小 会議 室 2 0

8 2 4 0 0 6 0 0 6 0 0

コミ

義

塞

第 3 〝 4 0 0 6 0 0 6 0 0

第 4 〝 4 0 0 6 0 0 6 0 0

第 5 〝 4 0 0 6 0 0 6 0 0

m e 8 0 0 1 ,1 0 0 1 ,1 0 0

第 7 〝 8 0 0 1 ,1 0 0 1,1 0 0

S I 8 " 4 0 0 6 0 0 6 0 0

m 9 8 0 0 1 ,1 0 0 1,1 0 0 中会 議室 4 0

第 10 〝 8 0 0 1,1 0 0 1,1 0 0 和 室 〝
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(3)　会館利用状況

区

分

大 ホ ー ル 大 会 議 室 中

小 (

展

示集 式 音 歌 演 日 請 そ

の

他

計

集 式 研 講 土
日

楽

A
コミ

演 展

示

A
コミ

ダ そ

の

他

計

A
コ耳
m m

会 シ

ヨ

刺 舞 演 A
=Zミ
空 撮

コミA
コミ

刺
ン

ス
十

A
コ耳

年

皮

大

l l

奏 浪
演 洋

請

習 大
請 .

習 会
演

ノ、

I

フ.

. 室

議 、)
ロ

ビ

会 典 会 曲 -アt-
石
舞 A
コミ

会 典 会 議 ことヒ
jR

イ 塞 ー

5 5 6 6 1 4 9 5 3 5 7 7 1 9 3 5 1 7 5 1 4 6 4 4 1 4 6 8 1 4 3 3 9 1 4 ,7 3 1 1 9 1

5 6 6 0 1 4 5 4 2 2 2 1 2 4 1 3 2 2 4 5 1 3 1 3 2 9 3 6 2 8 7 3 4 2 4 ,6 7 0 1 8 0

5 7 5 0 1 2 5 2 8 3 2 1 3 3 8 2 8 6 7 0 1 2 7 4 3 1 5 3 3 4 6 7 3 5 9 4 ,9 6 7 1 5 9

区

年 分

大 ホ ー ル *

公 文 - 個

人

計

公 文 個

人

計
共 化 般 共 化 般

皮
.団 団 団 団 団 団

体 体 体 体 体 体

5 5 4 8 5 0 2 4 8 5 3 5 1 6 1 2 0 2 6 7 4 3 3 9 1

5 6 7 4 4 5 2 0 1 2 3 2 2 8 7 1 9 1 9 2 4 4 3 4 2

5 7 6 3 3 7 1 8 6 0 2 8 6 7 2 1 7 2 6 9 1 3 5 9

(注) 57年度2-3月　2カ月間大ホールは椅子取替工事のため休館

(4)　会館自主文化事業実施状況

年 度 事 業 名 実 施 月 日

5▼5

無 本演 劇 人協 議 会 公演 「照 本 シ ネマ巷 談」 7. 7

能 と狂 言 鑑 賞 教 室 9. 8

第 5 回青 少 年 コ ンサ ー ト 1. 6

第 1 1 回演 劇 教室 「鳥 蘭花 物 語 」 2 . 1 7 ′} 1 9

5 6

第 1 0 回熊 本 音楽 連 盟 定期 演 奏 会 「第 九」 1 2 . 2 5

第 6 回 青少 年 コ ンサ ー ト 1. 6

第 1 2 回 児 童 溝劇 教 室 「大 ど ろば う ホ ツツエ ン プ ロ ツツ」 2 . 1 6 1 8

5 7

第 2 回 市 民 寄席 落 語 名人 会 1 0 .

第 7 回青 少 年 コン サ ー ト 1. 6

第 1 3 回 児 童 演劇 教 室 「森 の ロル フ」 1. 2 5 ′} 2 7
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10　農　林水　産　業

(1)　概　　況

本市の農林漁業は、農地面積約4,500ha (田3,000ha　畑l,200ha　樹園地300ha)農家戸数約

5,300戸からなり、稲作、野菜、果樹、花井、畜産、水稲等の生産が行われている。

地帯別にみると、東部畑地帯は酪農、肉牛の畜産とメロン、スイカ等施設野菜のはか、レタス、甘しょ等

の露地野菜が生産されている。南部水田地帯においては、水稲を基盤として、カーネーション、菊、カラー

等の筏井栽培及び葉菜、果菜などの露地、施設栽培も盛んである。西部水田地帯においては、水稲のはか、

メロン、スイカ、トマト等高度な施設を取り入れた施設園芸が主産地化している。また金峰山麓地帯におい

ては、温州みかんを主体とした果樹が栽培されている。

水産については、有明海沿岸のノリ養殖、アサリ、ハマグッ、クルマエビ等の海面漁業が中心であるが、

内水面漁業として、押新地区におけるウナギ養殖のはか、画図地区で観賞魚の生産が行われている。

しかしながら、進行する都市化により、農地の減少に伴う経営蒙境の零細化、また用排水の汚染など経営

環境は著しく悪化している。

市では、これらの情勢に対処し、高生産農業の実現を図るため、農業振興計画に基づき、生産基盤の整備、

生産・流通体制の合理化、農漁業者の育成対策を重点施策として各種の事業を積極的に推進している。また

水産業については、特に栽培漁業の推進と生産・流通体制の確立を重点にその対策を講じている。

昭和5 7年度の農林水産額については、 7月の集中豪雨に伴う大水害により、西南部水田地帯を中心とし

た水稲の大幅な減収と、春作野菜の価格の暴落等が主要因となって農産物生産額は減少した。また、畜産物

についても養豚などの生産数量の減少等により、生産額の減額がみられる。

水産部門では、ノリ、月、海水魚等の生産量の減少にもかかわらず、価格の上昇によって生産額は増加し

たものの、総農林水産粗生産額は、 17,266,523千円となり、前年対比2.7%の減額となっている。

ア　農家戸数と農家人口

∵
. 農 家 戸 数 農 家 人 口

専 業

農 家 戸 数

兼 業 貴 家 戸 数

1 兼 2 兼 計

5 3 5 ,8 8 3 2 7 ,8 3 2 1 ,3 5 6 1 ,6 6 2 2 ,8 6 5 4 ,5 2 7

5 4 5 ,7 2 4 2 6 ,8 3 4 1 ,3 6 1 1 ,5 8 1 2 ,7 8 2 4 ,3 6 3

5 5 5 ,5 6 1 2 5 ,8 3 9 1 ,3 6 5 1 ,4 9 9 2 ,6 9 7 4 ,1 9 6

5 6 5 ,3 9 9 2 4 ,8 0 5 1 ,3 9 6 1 ,4 0 5 2 ,5 9 8 4 ,0 0 3

5 7 5 ,2 6 3 2 4 ,0 0 2 1 ,3 9 1 1 ,3 4 6 2 ,5 2 6 3 ,8 7 2

(注)農林業センサス結果による各年度数値を修正

イ　農地面積
(単位 h a )

概
総経営耕地面積 水 田

#1

普 通 畑 樹 罰 坤 計

5 3 4,9 8 6 3,1 6 5 1,3 9 9 4 2 2 1,8 2 1

5 4 4,8 7 8 3,1 2 7 1,3 2 9 4 2 2 1,7 5 1

5 5 4,7 4 5 3,0 9 2 1,3 14 3 3 9 1,6 5 3

5 6 4,6 5 7 3,0 5 7 1,2 6 1 3 3 9 1,60 0

5 7 4,5 5 5 3,0 0 9 1,2 0 7 3 3 9 1,5 4 6
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ウ　林野面積
(単位ha)

++
総 画 穣 国 有 林 民 有 林

用材林 薪 炭 林 竹 林 特殊 林 貴造林地 その 他

5 3 1,6 6 6 4 8 2 1,1 8 4 1 0 8 9 1 2 1 2 2 2 4 0 -

5 4 1,6 3 9 4 5 6 1,1 8 3 1 0 7 9 1 1 1 2 2 2 4 0 -

5 5 1,6 3 9 4 5 6 1,1 8 3 1 0 7 9 1 1 1 2 云 2 4 0 -

5 6 1,6 7 4 4 9 0 1,1 8 4 1 0 8 9 1 2 1 2 2 2 4 0 -

5 7 1,6 3 5 4 5 1 1,1 8 4 1 0 8 9 1 2 1 2 2 2 4 0 -

エ　民有林の樹種別面積と蓄積

壇 用 材 林 薪 炭 林 竹 林 特 殊 林 要造林地 その他

面積 蓄 横 面積 蓄 横 面嶺 蓄 積 面棟 蓄 積 面 積 面 積

5 3
ha 】ば
1 8,4 84

h a m h a * h a m 3 h a h a
1 0 8 9 1 2 73.3 1 7 12 2 l l,9 3 8 2 4 0

5 4 1 0 7 1 8,4 8 4 9 1 1 7 3,3 1 7 1 2 2 1 1 1,9 3 8 2 - 4 0 -

5 5 1 0 7 1 8,4 8 4 9 1 1 7 3,3 1 7 1 2 2 1 1 9,9 3 8 2 - 4 0 -

5 6 1 0 8 1 84 8 4 9 1 2 7 33 1 7 1 2 2 1 19,9 3 8 2 - 4 0 -

5 7 1 0 8 1 8,4 8 4 9 1 2 7 3,3 1 7 1 2 2 1 1 9,9 3 8 2 - 4 0 -

オ　農業生産額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　怖農林水産部謝

＼議 貫 水 稲 陸 稲 麦 雑 こ く

作付面鏡 生 産 額 作付面積 生 産 額 作付面積 生 産 額 作付面積 生産 額

5 3

h a 千円 h a +n ha .千円 h a .千円

2,7 8 2.0 4,1 3 4,5 2 8 6 5.0 4,6 5 6 2 0 3.3 1 0 6,0 4 5 2 6 7.1 8 0,6 6 0

5 4 2,7 0 3.0 4,1 6 1,0 0 9 6 4.0 3 9,3 0 0 3 3 1.0 1 7 3,3 0 7′ 2 7 0.0 1 0 5,8 7 6

5 5 2,5 0 0.0 3,5 5 7,5 2 2 5 6.7 3 5,3 4 1 4 0 0.0 1 8 0,8 5 6 2 3 0.4 5 6,3 5 4

5 6 22 3 0.0 3,7 4 2,6 2 4 4 2.0 2 1,5 0 8 4 0 6.0 1 9 1,2 3 6 2 7 5.0 9 8,4 4 0

5 7 2.2 1 6.0 3,2 2 0,2 3 0 5 5.0 4 0,8 9 3 4 4 0.0 1 9 8,4 9 1 2 9 0.0 1 0 2,6 4 0

そ 薬 花 井 樹 芸 果 樹 原 料 作 物

作 付 面梗 生 産 額 作 付 面 積 生 産 額 作 付面 穣 生 産 額 作 付 面鏡 生 産 飯 作 付 両横 生 産 額

h a 千円 h a 千円 h a 千円 h a 千円 ha 千円

1,4 7 7.0 4 ,3 4 8 ,0 1 7 3 6 .1 4 7 5 2 ,9 9 4 6 8 .0 1 5 5 ,3 0 0 3 6 1 .0 7 5 2 ,7 5 0 5 6 9 .0 6 5 2 ,8 6 5

1,4 7 6 .0 4 ,7 9 0 ,7 1 1 3 7 .5 8 8 8 8 ,6 8 0 4 0 .8 2 9 0,2 2 0 3 5 9.0 6 6 6 ,5 2 7 2 7 4 .0 3 6 8,8 9 5

1 ,4 2 6 .0 5 ,2 0 5 ,4 9 5 3 7 .6 5 1,0 2 6 ,0 6 2 3 8.9 4 5 0,0 0 0 3 5 8 .5 6 9 5 ,6 5 5 1 0 3.1 2 5 7,9 1 8

1 ,3 7 4 .5 5 ,4 7 2 ,5 5 8 4 3 .6 4 1 ,1 2 5 ,2 9 4 3 7 .9 4 5 1,9 0 0 3 5 5 .6 6 7 9 ,2 9 1 6 8.0 2 2 6,5 4 2

1,3 6 1.0 5,0 6 4 ,1 7 1 4 9 .5 6 1 ,1 8 3ー72 2 3 2 .6 4 7 3 ,8 0 0 3 5 5 .6 7 7 9,7 0 8 5 9.6 2 0 8,8 7 2

飼 料 作 物
畜産戸数

酪 農 肉 用 牛 養 豚

作付面横 生 産 額 .飼 育 数 生 産 痕 飼 育 数 生 産 額 w 生 産 額

h a 千円 戸 頭 千円 頭 千円 sa 干FqP

7 4 0 2 6 0,5 0 0 4 6 9 42 3 6 1,6 8 4,8 3 3 1,8 5 3 7 8 2,8 0 1 3 9,5 8 3 1,3 7 7,7 17

7 5 0 2 6 4,0 0 0 4 4 5 4,4 3 9 1,8 1 9,5 9 1 1,7 6 3 7 5 5,0 8 4 4 0,3 6 5 1,1 5 7,9 3 6

7 6 0 3 0 4.0 0 0 3 98 4,5 5 2 1,7 3 7ー9 0 0 1,4 4 8 6 3 5,6 9 8 3 2,3 7 1 1,0 3 3,4 8 0

7 6 0 3 0 4,0 0 0 3 5 2 4,3 4 3 1,7 1 4,4 4 1 1,4 0 6 6 0 9,5 7 8 2 9.3 9 1 1,0 4 6,1 8 1

7 6 7 3 0 6,8 0 0 32 8 4,39 4 1,8 3 0,7 5 3 1,4 9 0 6 0 3,2 6 2 2 4,6 8 2 9 2 6,4 9 0
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属 m め ん 山 羊 . 養 蜂

生 産 額 合 計

飼 育 数 生 産 額 飼 育 数 生 産 額 飼 育 数 生 産 額

頭 千円
X 5 ,6 0 0

千円 千円 千円
2 0 7 1 1 4β 0 0 5 5 ,4 5 9 1 4 1 ,7 7 7 1 5 ,4 0 5 ,2 0 2

2 2 8 1 6 1 ,5 9 9 1 4 ,4 0 0 5 1 ,4 0 8 - 1 0 0 ,6 2 0 1 5 ,7 9 4 ,7 6 3

2 7 1 1 8 1 2 0 6 1 4 ,8 0 0 6 3 ,9 3 6 - 8 2 ,1 1 2 1 5 ,5 0 3 ,5 3 5

3 2 7 1 8 6 ,1 2 5 1 4 ,4 0 0 7 0 ,0 8 5 - 9 0 ,2 5 3 1 6 ,0 3 0 ,0 5 6

3 2 7 1 2 9 ,1 3 2 1 2β 0 0 4 7 ,8 0 8 - 1 0 1 ,0 5 2 1 5 2 1 7 ,8 2 4

力　漁家戸数及び漁船数

区 分

・ &

戸 数 漁 船

総 戸 数 専 業 # * 動 力 船

5 3 1 ,0 4 5 6 0 9 8 5 3 0 1

5 4 1 ,0 8 4 6 0 1 ,0 2 4 3 1 2

5 5 1 ,0 6 4 6 0 1 ,0 0 4 3 1 2

5 6 1 ,0 6 0 8 4 9 7 6 3 1 6

5 7 1,0 5 4 8 5 9 6 9 3 5 1

キ　水産物生産状況

- ∵ S !) ′貝 海 水 魚 淡 水 魚

生 産 量 生 産 額 生 産 量 生 産 額 生 産 量 生 産 額 生 産 量 生 産 額

5 3

徴 千円 t 千円 t 千円 t 千円

9 0 ,3 5 8 1 ,3 6 5 ,6 6 7 1 3 6 ,6 7 4 2 0 8 2 5 3 .9 7 4 1 7 0 1 2 5 ,7 0 9

5 4 9 6 ,1 3 6 1 ,6 8 2 ,8 0 7 1,2 4 3 2 0 4 ,5 4 9 4 2 0 6 2 7 2 7 6 1 6 8 1 3 5 ,2 5 8

5 5 7 3 ,0 5 5 8 9 0 ,3 4 5 3 ,2 1 1 6 3 1 ,3 7 4 3 9 3 4 3 6 ,8 8 8 1 6 3 1 2 9 ,8 7 1

5 6 9 1 ,8 4 1 1 ,0 7 7 ,1 2 5 6 2 8 1 3 4 ,2 7 4 4 1 2 3 5 3 ,2 6 5 1 6 4 1 4 4 β 4 9

5 7 7 4 ,7 3 0 1 ,2 7 7 ,1 5 9 6 2 5 1 6 0 ,8 1 0 3 9 9 4 5 7 ,7 4 9 1 6 2 1 5 2 ,9 8 1

ク　農業協同組合

名 称 所 在 地 組 合 長 組 合 員 設 立

熊 本 市 農 業 協 同 組 合 南熊本 1丁 目 7番 2 6号 坪 田 ft m 7,0 1 3 昭 40. 4. 1

熊 本 秋 津 農業 協 同親合 秋津町田山津 15 2 5 番地 上 田 孝 徳 4 5 9 23. 5. 19

供 合 農 業 協 同 組 合 上南部町 1 1 2 0 番地 岡 本 篤 4 2 4. 23. 4ー30

小 山 戸 島 農 業 協 同組合 戸島町 5 6 番地 3 飯 銅 康 孝 4 5 4 23. 5. 10

熊 本市畜産 農業協 同組合 健軍町 2 4 3 2 番地 m tu 輪 3 3 2 23. 5. 3 1

熊飽畜産農業協同組合連合会 草葉町 1 番 2 1号 岡 本 篤 熊飽管内4 脇 33. 7. 1 5

熊 本市中央酪 農業協同組合 本山町 1 1 5 番地 佐土原 英 俊 2 4 36. 8. 3 1

熊 本 市 酪 農業 協 同 組合 東本町 2 番地 1 高 木 . 幸 人 6 4 30. l l. 2 7

熊 飽 開 拓 農 業協 同 組 合 新大江 1 丁目6 番 1 5号 三 浦 理 助 .3 7 47. 3. 2 7
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ケ　漁業協同組合

名 称 所 在 地 組 合 長 組 合 員 設 立

松 尾 漁 業 協 同 組 合 払尾如上松尾 44 1 1番地 正 .代 健 次 1 7 7 晒 2 4 . 6一1 5

小 島 漁 業 協 同 組 合 /)、島下町 3 6 3 4 番地 2 川 上 重 幸 2 9 1 2 4 . 6 .1 5

沖 新 漁 業 協 同 組 合 沖新町 4 1 6 4番地 井 手 正 徳 4 6 2 2 4 . 7 . 4

熊 本 市 漁 業 協 同 組 合 手取本町 1番 1号 北 口 政 義 1 8 2 2 4 . 4 .2 2

(2)主要事業

ア　農林関係

農業振興地域整備促進事業

農業振興地域整備法に基き、地域農業の健全な発点と農用地の確保を目的として本市では昭和4 6年

市街化調整区域内に農業振興地域の指定を受け、整備計画をたてている。計画は地域の特性に応じ、ミ

カン、野菜、米、花井、乳牛、肉牛を重点作目として選定し、これらの作目を対象として、農用地利用

計画、生産基盤の整備開発計画、農地保有の合理化計画、近代化施設の整備計画など生産から流通に至

る総合的な事業計画を策定している。今後とも本計画に基づき、生産性の高い自立経営農家の育成と高

度な営農団地確立のため各種事業の推進を図ることにしているo

地域農`政推進矧策事業

意欲的に農業にとりくむ地域農業者の創意と工夫によって農用地の確保、有効利用、農業生産の担い

手育成等を図り、豊かで住みよい地域づくりを目的としているが、市では昭和5 3年度地域指定を受け、

農業振興地域関係8 3集落について、同5 9年度までの7カ年にわたり事業を実属している。

事業内容

o総合推進事業(集落推進活動・農用地利用改善など)

o農用地高度利用促進事業(農用地利用増進、農地流動化奨励金交付など)

生産流通整備対策事業

地城の重要な農産物について、社会経済事情その他の変動に対応し、適地適作による米麦、畑作、野

菜、果樹、花井、樹芸等の生産団地を育成する一方、生産組敵の整備強化、機械、施設等の導入を促進

し、近代的な農業生産と流通体制の盤備強化を図る。

野菜消費地域及び指定産地推進対策事業

本事業は、野菜生産出荷安定法に基づき、指定消受地域及び指定産地の認定を受け、消費者への野菜

の安定供給と、生産者価格の安定を図ることを目的としている。

市では、昭和5 5年度に農業団体、市場関係、消費団体等からなる野菜生産出荷安定制度問題研究

会を開催し、更に5 6年度に指定産地促進協議会、指定市場促進協議会及び消費地域指定促進消費者協

議会の3部門を設置して、昭和5 9年4月産地、消費地の地域指定を目途に総合的な推進を図っている0
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経営改革対策事業

本市農業の中核的な農家と、これを志向する農家の実態を把撞し各種事業の基礎資料として活用する

とともに意向調査、経営診断、相談活動等を実施して生産性の高い営農類型の確立と中核農家を育成・

確保する。

水田利用再編対策事業

昭和5 3年度より実施されている水田利用再編対策は、米の需給均衡と農産物の総合的な自給力の向

上を図ることとしているが、昭和5 6年度より、その第2期対策として強力に推進している。

しかしながら、米の需給は、現在もなお過剰基調であるため、本市においても、農業生産の基本方向

に即し、需要の動向に応じた農業生産の再編成と転作の定着化及び団地化の促進を図っているO

区 分 年鑑
5 5 5 6 5 7

転 作 目標 面 模 ( h a ) 7 4 3 .2 9 3 2 9 4 8 .6

実 施 面 積 (h a ) 8 0 8 .4 9 8 4 1 ,0 1 2

実 施 農 家 戸数 (戸 ) 3 ,7 8 6 3 ,8 9 6 3 ,8 3 6

達 成 率 ( % ) 1 0 8 .8 1 0 5 1 0 6 .7

新地域農業生産総合振興対策L事業

農産物の需給動向に即した農業生産の確保と、これに対応しうる農業生産構造の確立を図るため、麦、

大豆の生産拡大、果樹・碓井等の計画生産と産地体制の整備、農用地の集積による中核農家の育成確保

を推進するものであるが、市では昭和5 7年に生産振興計画を策定し、同6 1年度までの5カ年にわた

り各種事業を実施するo

事業内容

o麦・大豆等生産総合振興対策事業

o特産畑作総合振興対策事業

O果樹・苑斉総合振興対策事業

o野菜産地総合整備対策事業

o転作促進特別対策事業

o県市等推進活動

農業後継者育成

農業後継者相互の情報交換と親睦を図り、社会的、経済的地位の向上を目的に研修及びレク.)エーシ

ョンを主として活動している熊本市農業後継者クラブ等に対し指導育成を行うとともにこれらの農業後

継者が実施する機械の導入及び施設の設置等に対し市単独の育成資金を融資している。

なお、農漁業後継者花嫁対策として結婚祝金制度を設け、農漁業後継者の育成確保を図っているO

市営造林事業

治山、治水、水源寵養、蒙境保全等の目的で、昭和2 8年から造林事業を実施し、現在市域内をはじ

め白川水系を中心に33 5.9 6 haの分収林を造成L,、造林事業を通し市民意識の高揚と経済林としての

効用を高め、将来の財源確保を図る。
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(昭58.4. 1現在)

造 林 地 の 名 称

( 又 は 団 地 名 )

造 林 地 の 所 在 地 面 穣
tt ォ

年 月
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蝣s? w
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イ　畜　産　関　係

優良種畜導入事業

畜産経営の安定化を期するため、能力、品質等経済性の高い優良種畜を導入し、生産コストの低液を

図り、本市畜産振興資金の貸付けにより、乳牛、肉用繁殖牛、種豚、種馬等優良種畜の導入を促進し、資

質の改良、増殖を積極的にすすめている。

肉畜導入及び家畜飼養基盤の整備事業

肉苗の生産団地を形成し、畜産の振興を促進するため、市畜産振興資金及び系統資金等の利用による

肉牛、肉豚.肉鳥を導入し、肉富の増殖に努めるとともに、畜産経営の改善強化を推進し、畜産施設の

整備拡充等経営の集約化をすすめ、農家所得の増大を図っている0

自給飼料増産対策事業

従来の畜産経営はその大部分を輸入飼料に依存しているが、将来にわたり、輸入価格は不安定に推移

するものと思われる。

このため、本市においても、国県の施策に基づき、地域畜産総合対策事業、水田利用再編対策事業に

伴って飼料作物への作付転換を梼匪的に推進し、自給率の向上を図り、生産コストの低減による畜産経

営の安定に努めている。

畜産環境保全事業

都市化の進展に伴い畜産経営により、蒙境汚染の問題が提起されてきたが、これが対策として、市の

畜産施設資金及び国、県の壌境保全事業に則り、ふん尿処理施設の整備や畜産廃棄物の土地還元及び畜

舎移転の促進等に努めている。

畜産総合品評会開催

家畜の改良増殖並びに畜産経営の合理化のため、本会を通じて畜産農家の一層の生産意欲と連帯意識

の高揚を図り、併せて畜産農家の所得増大と畜産物の安定的供給を図ることを目的に開催する。

ウ　水産関係

漁業経営安定対策事業

漁業の経営安定を図るため制度資金の活用と市振興資金の貸付けにより、優良種苗の導入、漁船の建

造、養殖設備の近代化等を促進しているO

魚貝類増殖対策事業

魚月類の増殖を図るため淡水魚、クルマエビ等の放流事業を実施している。

又、養殖技衛の指導徹底により漁業生産の向上と経営の安定に努めているO

漁港整備[事業

漁業の基盤である漁港施設の整備事業を促進し、漁業生産活動の円滑化を図っている。
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工　耕地関係

一般土地改良事業

都市化の拡大に伴い専業農家の減少と兼業化の進行及び労働力の減少による農地利府率の低下、また

都市排水の増大等により農業経営は孝境の悪化をたどっている現状にある.

これらに対応するために用排水路整備と水田転換盤備を穣極的に推進し、農業の近代化と農業経営の

安定を図るものである。

・ ォ 事 業 内 容 予 定 痕 ・ & 事 業 内 容 予 定 額

5 8
m 千円

5 9
m 千円

7 ,3 0 0 3 0 0 ,0 0 0 8 ,0 0 0 3 5 0 ,0 0 0

用水路下水化対策事業

都市化の進展に伴う用水路の汚染化に対処するため、昭和4 2年度から都市排水の依存度の高い主要`

水系の汝深及び改良を実施しているO

昭和4 2- 5 7年度の実施状埋ま、渡鹿堰系水路総延長2 1,500mのうち13,264m、石塀及び三本

松水系が総延長2,700miのうち1,964mとなっている。

なお、今後の計画は次の通りである。

年 産 事 業 内 容 予 定 額 ・ & 事 業 内 容 予 定 額

5 8

孤

5 5 0

千円

6 1

m

1,0 0 0

千円

8 5 ,0 0 0 9 0 ,0 0 0

5 9 1 ,0 0 0 9 0 ,0 0 0 6 2 1 ,0 0 0 9 0 ,0 0 0

6 0 1 ,0 0 0 9 0 ,0 0 0 6 3 1 ,0 0 0 9 0 ,0 0 0

用排水路整備特別対策事業

湛水防除事業の推進と共に、その効果を一層高めるため、排水機場及び関係河川への流下促進を図る

ため幹線用排水路を整備するもので、昭和5 1-5 7年度までに事業費710,990千円をもって総延長

46,367mのうち8,20 5.8mを実施した。

なお、今後の計画は次の通りである。

年 度 事 業 内 容 予 定 額 ・ * 事 業 内 容 予 定 額

5 8

m 千円

5 9

m 千円

1 ,2 3 0 1 8 0 ,0 0 0 1 ,5 0 0 2 0 0 ,0 0 0

樹園地農道整備事業(県営)

本市西部の中山間樹園地を対象として農道の新設、改良を実施するものである。計画にあたっては、

地区内を南北に縦断する農道を幹線としたこれに接続する支線道路を敷備することにより、農業生産、

農作物流通の合理化と地区農業の生産性の向上を図るものであるO
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区 地区名 松 尾 地 区 平 山 地 区

総 事 業 費 5 6 7,0 0 0 千 円 4 4 2 ,0 0 0 千円

計 画 年 度 昭和 5 7 ~ 6 1 年度 昭和 5 8 ~ 6 2 年度

撃 長 4 ,4 8 0 m 3 ,5 7 5 m

負 担 区 分 国 5 0 % 、県 3 0 % 、市 2 0 % 国 5 0 % 、県 3 0 % 、市 2 0 %

上南部地区農道整備事業

本事業は上南部町の水田3 7 haを対象として農道の整備(舗装)を実施するものであるO整備するこ

とにより農作財の荷傷み防止と農作業機械の走行費用の軽減及び維持管理費の節減により農業生産性の

向上を図るものである。

総 事 業 費 5 1,0 0 0 千 円

計 画 年 産 昭和 6 0 年 度

延 長 1,6 8 4 m

負 担 区 分 国 (補 助 ) 4 0 % 、. 県 (補 助) 1 D % 、 市 5 0 %

秋津地区圃場整備事業(県営)

本市の東南端に位置し、木山川と秋津川及び矢形川に挟まれた平担な水田地帯である9本地域の圃場

は不整備かつ狭小で河川にはさまれている為、排水が悪く多数のクl) -クが存在する湿地帯である。よ

って系統的に用排水路、農道を整備し、農地の集団化を行い、野菜稲作の複合経営を推進し、生産性の

向上及び農業所得の拡大を図るものである。

総 事 業 費 2 ,7 9 7,0 0 0 千 円

計 画 年 度 昭和 5 5 - 5 9 年 度

受 益 面 積 1 9 6 h a

負 担 区 分 国 4 5 % 、 県 2 7.5 % 、 市 8 % 、.益城町 2 % 、地元 1 75 %

中島地区排水対策特別事業(県営)

本市の西部に位置し、白川と除川に囲まれた6 3 9 ha　の旧干拓地である.

地区の排水は樋門により有明海-排水されているが、降雨時と満潮が重なった場合と現在の排水機で

は完全に排水する事が出来ないので新たに1 0 0 'の排水を計画し複合的な髄形体に切り替え農家経

営の安定と向上を図るものである。

総 事 業 費 1,0,1 0 ,0 0 0 千 円

計 画 年 度 昭和 5 7 ~ 6 0 年 度 ポ ンプ口.径 8 0 0 m / m × 4 5 k w × 1 0 台

受 益 面 積 1 4 9 h a

負 也 区 分 国 5 0 % 、県 2 5 % 、市 2 5 %

城山地区湛水防除事業(県営)

本市の西部に位置し、白川と坪井川に閉まれた水田地帯である0
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地区の排水は坪井川樋門により排水されているが近年河床の上昇により排水状況は悪化の一途をたど

り早急な対策が必要であるO　このJ:うなことから本事業を実施し水田作付体系の高度化、営農労力飾減

などにより地区農業の生産性の向上を図るものである。

総 事 業 費 5 7 0,0 0 0 千 円

計 画 年 度 昭和 5 7 - 6 0 年度 ポンプ口径 7 0 0 n)/ m × 5 5 p s × 2 台

受 益 面 積 6 1.6 h a

負 也 区 分 国 5 5 % 、県 2 5.5 % 、市 1 95 %
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(3)農林漁業振興資金貸付

ア　農林漁業振興資金貸付一覧

貸 付 金

の種 類

貸付けをする

-& -3
貸付けの対象となる事項 貸 付 金 の 限 度 償 還 期 間 転貸利率 償還方法

農林資金
農業協同組合

銀 行

施設資金(果樹に宏詣 きA

慧怠 蒜品: 彪

貯蔵運搬等の施設

事業費の8 0 % 以内
(共同施設については.

1 0 0 % 以内)
3 年以内

年利3.5

JZSS Ta

元金均等年

賦払

果樹経営安定資金
潜水加温、防除、貯蔵
運搬等の施設

事業費の 8 0 % 以内
(共同施設については

1 0 0 % 以内)

5 年以内

農業機械資金
耕 うん整地用機具、栽

培管理用機具、防除用
機具、収穫調整用機具
等

事業費の 8 0 % 以内

(共同購入等について
は 1 0 0 % 以内) 3 年以内

種首資材資金
種苗購入、資材購入等

事業費の 8 0 % 以内

(共同購入等について
は1 0 以内)

5 年以内

農 業 及

び 漁 業
農業協同組合
漁業協同組合

農業及び漁業後継者が新

しく実施する家畜、種苗
養殖用稚魚 資材 機械

1人につ き1 0 0万円
3年以内 な し

元金均等年
後 継 者
育成資金

銀 行. 、 、
等の購入及び施設の酸置

* 蝣

以内 賦払

畜産資金
農業協同組合
銀 行

種 畜 導 入 資 金

乳牛 (戟)
1頭につき3 5 万円以内
繁殖肉牛
1頭iC つき3 5 万円以内

4年以内

年利 3,5

% 以内

元金均等年

賦払馬1頭につき3 5 万円以内 4 年以内

腰 1頭につき1 0 万円眺勺 3 年以内

家 畜 導 入 資 金

肉潤牛

1頭につき30 万円以内
2年以内

乱闘堆子牛1頭10方円以内
噛 1頭に.? き30万円≧
啄1頭につき2万円以内

年 度 内 一 時 払

畜産施設資金
畜舎の新築 .改造又は

器具の時人等

1件につきlOO TjB W rt l 3 年以内
年利3.5

iW
元金均等年

賦払
畜産ふん尿処理施設資金 1件につき10 0万円以内 3 年以内

な し畜舎移転資金 1仰 ごつき200 万円以内 5年以内

水産資金
漁業協同組合

農業協同組合

銀 行

:資材種苗
(海面) 1 件につき50 万円以内 年 度 内

年利 3.5

% 以内

- 時 払

機械器具

(海面) 1台につき5 0 万円以内 3年以内 元金均等年
賦払

養殖施設
(内水南) 1件につき100 万円玖内 3年以内

元金均等年
賦払 .

革魚( 内水面 ) 1件iわ き10 0万円以内 年 度 内 - 時 弘

稚魚 ( 〟 ) l件につき100 万円以内ー 2年以内 元金均等年
賦払

漁船建造 1隻につき10 0万円蜘勺 5年以内 元金均等年
賦払
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イ　貸　付　状　況

資 金 名 区 分
5 6 年 度 . 5 7 年 度

件 数 金 額 件 数 & ss

農 林 . 施 設 資 金 3 6
十円

3 4 ,0 0 0 3 0
2 8,7 0?8

果 樹 経 営 安 定 資 金 1 0 7 ,5 2 0 l l 6 ,7 0 0

農 林 機 械 資 金 7 1 5 0 ,0 0 0 7 3 5 5,4 5 7

農 林 種 苗 資 材 資 金 1 9 1 0,0 0 0 1 9 1 0,7 8 8

農業 及 び漁業 後 継 者 育成 資 金 2 9 2 9,0 0 0 3 3 3 3,0 0 0

種 畜 導 入 資 金 6 5 4 2,1 0 0 5 6 3 3,2 5 0

家 畜 導 入 資 金 6 6 1 0 7,4 0 0 6 6 1 2 1,8 0 0

畜 産 施 設 l資 金 1 0 3,0 0 0 1 8 6,9 0 0

ふ ん 尿 処 理 施 設 資 金 7 2 ,1 0 0 1 0 3 ,6 0 0

畜 舎 移 転 建 設 資 金 5 4,0 0 0 2 1,6 0 0

養 殖 資 材 種 苗 資 金 1 2 4 3 7 ,0 0 0 4 5 1 8,0 0 0

養 殖 機 械 器 具 資 金 2 9 9 ,3 5 0 3 8 1 3,0 0 0

養 殖 施 設 資 金 4 2 β0 0 4 2,0 0 0

種 魚 . 稚 魚 資 金 1 7 7 ,5 5 0 1 7 7,5 5 0

漁 船 建 造 資 金 2 7 6,5 0 0 2 8 1 2,0 0 0

(4)　農業共済事業

農業者が不慮の災害によって受けた損失を補てんし、農業経営の安全を図るため農業災害補償法に基づき

農作物、蚕繭、家畜の3部門にわたる共済事業を行っている0

57年度実施状況

霊 こ
加入

者教
引 受 数 共済金叡

葺 た 管

芸済金蒜

共 済 掛 金 掛金負担

割 合

国 魚

被 害 数
支 払

共済 金
サ」*

総 額 国庫負担 農家負担

負

作

物

水 稲 3533
216.125a

7,8308 23kサ

千円 円
2糾

千円 千円 .千円 % % p= a
11252

千円 %

2223353 仙15g 23339 2日20 525 475 528 127,973 58

l痩 稲 202
4503

172 16 271 5,170 3.743 W 27 72.4 27.6 126 2,437 ォ67 236
63531

* 688
44336

140566 180 31351 2‡9 )9 9W 2 71? aL3
- I780324

計 4,423
264964

86 75278
2381.735 81580 49391 31.589 654 20,689 132040

s

繭

* $ * 1
籍
6D6 315 21)50 4 2 2 501 500 0 0 0 0

初秋甜 0 0 0 0 0 0 0 50.0 印.0 0 0 0 0

晩秋甜 1 5.21 246 21)50 12 6 6 500 50D 0 0 0 0

計 2 m i 561 16 8 a 0 0 0 0

*

s

乳 牛 131
顔

2961 200390 67,811 4(1103 22X04 22004 班LO 弧0
死亡免lfJ 252 ・ 12J58 6ユ

病 鳥3280陣 27.835 92.4

把 育 牛 52 657 433 80 66940 4698 2349 2349 肌0 弧0
死亡床用 6 1225 2B

病 魚 35 2126 帆4

肉 用 牛 33 112 28.300 230.982 1.058 529 529 弧0 知.0
死亡魚用 3 5 2B36 71

柄 曲 118 852 37.6

一 般 席 48 198 57.020 287,979 9.786 一郎3 4,893 馳D 50∫-
死亡魚用 23 5.198 gL1

痢 嶺 28 l 2522 632

種 豚 3 12 240 20.000 64 32 32 馳0 弧0
死亡虎用 1 20 &3

病 態 I 3 143

種 雄 鳥 6 9 61)00 666666 324 162 152 弧0 SOD
耳C w n 1 613 Io且

病 魚 17 117 390

計 273 33 49 336330 59S38 295 69 29569
見C PU用 318 21,250 -

病 Jh 4048 33.455 -

合 計 4卵8 - 2718)626 141.534 79968 61.566
-
186745
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11　食肉センター

昭和13年　9月

〝　20年

〝　40年　4月

〝　40年10月

〝　44年　8月

〝　51年

市営と畜場として創業開始

戦災により焼失、応急施設により業務継続

旧と畜場を廃止、隣接地を買収レ食肉センターを建設(総工費2億1千万円)

食肉卸売市場開設

食肉衛生検査所を開設

総工費1億5千余万円で業務棟増改築及び公害対策を実施した

(1)施　設

所在地　熊本市南熊本2丁目3番1号

敷地面積10,443m2

施 設 名 称 構 P.追 面積 能 力 備 考

食肉センター事務所 木造瓦茸2階建 27 2 rf 1 阿 1 4 3 m 2 階 1 2 9 nf

懸 肉 室 鉄薪コンク1)I ト、一部

屋根鉄骨コy ク.) - ト

2 00

食 肉 卸 売 場 31 0 昭4 8一7冷房設備

冷 蔵 庫 〟 4 6 6
豚 換 算

750 頭

昭3 9.1 2 1 9 2 m'▼設置

昭4 2.1 1 2 4 0 が増設

昭5 5. 3 34 rf 増設.

と 室 〟 92 3

解体室7 2 1 m2

内臓処理室 1 7 7 rf

畜糞処理室2 5 m'

け い 留 所 鉄筋コンク1)- ト 40 6.4
小薗物収容所 2 4 7.5 rf

大動物抑留所 1 5 8.9 mP

病 畜 と 室 鉄筋コンク1)- ト 7 0

浄 化 槽 活性汚据方式

日間処理

能 力

7 5 0 t

昭4 0.3 2 5 0 t 設置

昭4 2.6 2 5 0 t 増設

昭4 8.1 0 2 5 0 t 増設

焼 却 炉 鉄薪スレ- ト茸 8 2.01 2 基 2 t処理炉 2基

出 荷 者 軽 重 木造亜鉛引鉄板茸 48

食 肉衛 生検 査所 鉄筋コンクI}- ト2 階建 24 2 1 階 1 2 1 階 1 2 1 iぱ

(2)と　殺　頭　数

年 産

区 分

】 5 3

5 4 5 5 5 6 5 7

.午 8 ,0 1 7 5 ,9 5 9 6 ,8 0 4 7,24 6( 71 6) 7 ,1 4 3 ( 4 4 4 )

局 3 ,9 1 5 3 ,6 9 4 3 ,3 6 1 3 ,5 0 3 3 ,9 6 1

豚 2 3 7 ,0 7 8 2 3 3 2 1 5 2 1 9 ,2 4 4 2 38 ,3 90 (12 8 ,3 21 ) 2 17 ,65 6 (11 5 3 5 7)

午 ( 6 0 kサ以 .下 ) 1 1 9 1 0 3 1 0 4 1 1 6 2 1 6

幼 駒 2 - 5 - -

緬 山 羊
2 0 k s以 上 9 3 2 2 5

2 O kサ以 下
- - - - -

計 2 4 9 ,1 4 0 2 4 2 ,9 7 4 2 2 9 ,5 2 0 2 49 ,2 57 (12 9 ,0 37 ) 22 8 ,98 1 ( 11 5 ,8 01 )

(注) ( )は上場頭数を示す
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(3)使用料及び手数料・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　円)
蒜甑 区分

午 庸 豚
午

(60 kサ以下
幼 駒

緬 山 羊
改正年月日

2 0 k? 以上 20 kg以下

と畜 場 使 用料 1,10 0 1,1 0 0 6 0 0 2 50 4 5 0 1 50 5 0 昭58.4ユ

解 体 料 2,0 0 0 2,0 0 0 45 0 1 5 0 昭55.5.22

検 査 手 数 料 4 0 0 4 0 0 2 0 0 1 0 0 3 0 0 50 5 0 昭.甲 6.1

格 付 手 数 料 2 70 7 5 喝57.ll.1

冷蔵 庫使 用 料 18 0 1 8 0 9 0 9 0 9 0 9 0 9 6 昭58.4.1

.市 場 使 用 料 売上金額 の 1,0 0 0 分の 2 甲48.1

(4)と畜場内と殺検査数(食肉衛生検査所)
(昭和57年度)

種別

区分

午
と く 局 豚 緬 山 羊 計

役肉用種 乳 用 種

頭数 (戻) 2 ,4 6 6 4 ,4 3 0 4 6 6 3.9 6 1 2 1 7,6 7 6 5 2 2 9,0 0 4
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12　農業委員会

(1)農地等利用関係の詞撃

ア　農地に関する許認可事琴

農地法に基づく各種権利の設定、移転及び転用等についての許認可並びに証明事務を行っている。

農地法関係申請処理状況
(昭和57年度)

負

区 .

項 目

地 区名

法 3 条

( 所 有 権 移 転 )

法 3 条

( 貸 借 権 設 定 )

法 4 ～ 5 条

( 宅 地 へ の転 用 )

法 2 0 条

t 豊 里 )
非農 地 証 明

そ の

他 の

申請

合 計

件 数 . 面 積 件 数 面 積 件 数 面 積 件 数 面 積 件 数 面 積 件 数 件 数

1
島 崎 横手

荘 園 池 田 8

Iが

3 ,3 2 8 2

1㌔

3 0,5 2 8 1 0 6

Jd

3 7,9 9 5 4

nf

2 ,4 7 3 1

♂

1,0 6 4 4 1 2 5

2

春 日 二本 木

新土 河 原 蓮 台

寺 八 島 田 崎
2 3 l l,4 2 8 2 2 5

3
春 竹 本 荘

本 山 3 6 3 2 1 2 8,2 2 4 2 5 9 0 1 7

4 画図 4 3 6 0,6 0 5 1 1 3 ,2 6 8 5 5 5 1 ,5 3 7 6 6,7 8 2 3 3 3 2 3 3 1 4 1

5 健 軍 神 水 3 1,4 1 2 ' 1 2 1 8 8,6 0 0 1 2 1 3 6

6 清 水 5 ・2 5 0 2 8 ,7 5 9 1 4 9 1 0 0,1 6 5 5 6,8 0 4 1 0 1 7 1

7

薄 場 島 上 ノ

郷 鳶 八 幡

合志 刈 草 白藤

8 l l,8 3 4 6 2 1 9,6 0 6 2 8 7 1 1 2 9 7 8 8 1

8

世 安 十 禅 寺

平 田 近 見

高 江 南高 む二
3 2 3 5,3 6 1 4 . 3 0,8 6 9 6 1 4 2,7 8 6 1 6 2 0 ,1 1 5 3 7 8 5 1 4 1 3 0

9

大 江 出水

渡 鹿 保 田窪

新 南 部

5 1 5,3 5 6 2 1 3 ,5 5 6 8 7 3 8 ,3 3 1 1 6 4 6 6 1 0 1

1 0 元 三 野 田 八 幡 1 6 1 5,5 7 2 4 9 1 4 1 ,4 6 0 4 1,1 4 5 2 9 7 7 7 6

l l EEI逆p 1 4 2 4 ,0 5 6 4 2 3,1 9 4 4 1 7 0,7 3 8 7 1 0 .4 3 7 1 7 8 3

1 2 御 幸 2 5 1 8 ,0 7 1 8 4 5 ,3 2 9 5 0 2 3 ,2 4 7 3 1 .2 2 8 1 7 i o 3

1 3
池 上 戸塀

谷尾 崎 上 高 橋
1 3 5 6,1 6 3 b 8 8 ,7 8 6 2 6 9,6 3 0 4 1 8,2 3 6 3 5 2

1 4 ォ O j 1 2 1 2 ,0 1 6 6 4 6,9 6 4 3 5 1 5,1 5 2 1 6,0 7 7 1 2 6 6

1 5 秋津 8 2 2 ,0 3 4 3 2 9,9 5 4 6 7 2 6.9 2 7 5 7 ,8 1 2 1 1 4 4 1 3 9 7

1 6 松 尾 2 9 6 2 ,5 6 5 7 4 3 ,4 0 3 2 0 1 2 3 0 6 2 2 ,5 2 0 1 2 7 7 1 1> 7 1

1 7 小 島 2 3 4 5 ,1 0 8 7 4 7 ,7 9 5 9 4 ,3 6 9 1 3 3 ,8 6 5 4 1 4 6

1 8 龍 田 8 6 ,6 9 5 1 9 ,4 7 7 7 7 7 5 ,8 3 2 1 1 4 5 4 9 1

1 9 中島 押新 中 原 3 0 5 3 ,3 2 4 b 4 8 ,3 6 5 2 0 l l,6 9 9 2 5 .1 2 8 9 6 7

2 0

平 山 鹿 帰 瀬

弓削 石 原 中

江 吉原 上 南

部 下 南 部

1 4 l l,3 6 2 ' l l 7 7 ,3 9 0 7 9 7 8,8 3 2 3 4.9 7 9 2 2 ,3 4 5 2 4 1 3 3

2 1 長 嶺 御 鏡 6 1 2 ,1 5 2 2 3 ,8 7 3 9 1 1 0 8 ,2 4 1 6 1 0 5

2 2 戸 島 小 山 4 6 1 1 3 4 7 7 7 5 5,0 1 9 7 2 4 5 .2 0 3 2 与 2 1 1 9 1 4 6

合 計 3 5 1 5 8 8 ,3 7 3 7 9 6 1 6 ,5 2 9 1,3 1 2 1,0 2 2,3 0 8 6 3 8 0 ,2 3 6 2 2 2 5,3 8 2 2 3 6 2 ,0 6 3
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農地転用状況

辛 個 人 法 人 公 共 団 体 合 計

件 数 面 積 件 数 面 積 件 数 面 積 件 数 面 積

1,2 2 22 0 2 ㌦

1,1 0 7,8 1 3

1,0 0 8,7 4 5

5 3 1,4 1 3 6 2 1,9 6 5 m2 3 2 3 4 6 4,9 5 8 W 3 5 1 3 5,2 7 9 ㌦ 1,7 7 1

5 4 1,3 8 6 6 7 3,3 3 0 3 3 7 3 6 7,0 7 3 1 3 6 7,4 1 0 1 ,7 3 6

1,4 5 5
5 5 1,1 3 3 4 8 1,9 0 2 2 7 1 3 2 7 ,7 6 3 5 1 1 9 9 ,0 8 0

56 1,0 3 0 4 4 2,6 7 1 2 3 9 2 9 4 ,2 0 1 4 7 1 4 5,2 4 2 1,3 1 6

1,3 1 2

8 8 2 ,1 1 4

1,0 2 2 3 0 8
57 1,0 7 3 4 4 0 ,9 7 1

2 6 7 2 8 7 ,7 0 4 3 2 2 9 3 ,6 3 3

イ　農地等利用関係紛争処理事業

農地等の利用関係についての争議防止を図るとともに、利用朗係紛争について和解の仲介を行っている。

り　農地移動適正化あっせん事業

農業振興地域整備計画に基づき農用地区域内にある農地の権利敢得について、経営規模拡大、集団化な

ど農地保有の合理化に資するよう適正なあっせんを実施している0

(2)農家育成対策

ア　農業者年金業務

農業者の老後生活の安定、嘩営移譲による農業者の確保を目的とする農業者年金業務を行い、同時に農

地等の買入れ、売渡し、資金の貸付けなどこれらに付帯する事務を実施している。

加入状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(昭58. 4. 1現在)

区 分 当 然 加 入 任 意 加 入 計

加 入 予 定 者 1 ,8 1 3 5 6 0 2 ,3 7 3

加 入 届 提 出 者 1 ,7 3 2 3 9 9 2 , 1 3 1

加 入 率 ( % ) 9 5 .5 7 1 .3 8 9 .8

イ　自作農資金業務

農業者の経営規模拡大または経営維持を図るための農地取得資金、自作農維持資金の貸付資格認定に関

する業務を行っている。
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